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総合計画基本構想審査特別委員会記録 
 

○開催日時 

平成２６年１１月２０日 午前１０時～午後１時４３分 

───────────────────────────────────────── 

○開催場所 

第３委員会室 

───────────────────────────────────────── 

○出席委員（１０人）

   委 員 長  持 原 秀 行 

   副委員長  下 園 政 喜 

   委  員  江 口 是 彦 

   委  員  川 畑 善 照 

   委  員  福 田 俊一郎 

   委  員  井 上 勝 博 

   委  員  中 島 由美子 

   委  員  小田原 勇次郎 

   委  員  成 川 幸太郎 

   委  員  森 満   晃 

───────────────────────────────────────── 

○欠席委員（２人）

   委  員  谷 津 由 尚    委  員  帯 田 裕 達 

───────────────────────────────────────── 

○説明のための出席者 

   企 画 政 策 部 長  永 田 一 廣 

   企 画 政 策 課 長  上大迫   修 

────────────── 

危 機 管 理 監  新 屋 義 文 

新エネルギー対策監  松 枝 賢 治  

農 林 水 産 部 長  高 橋 三 丸 

六 次 産 業 対 策 監  小柳津 賢 一 

商 工 観 光 部 長  末 永 隆 光 

商 工 振 興 課 長  宮 里 敏 郎 

観光・シティセールス課長  古 川 英 利 

   建 設 部 長  泊   正 人 

                            

───────────────────────────────────────── 

○事務局職員 

   議 事 調 査 課 長  道 場 益 男 

課 長 代 理  南   輝 雄 

   主幹兼議事グループ長  瀬戸口 健 一 

   主 幹  久 米 道 秋 

   議 事 グ ル ー プ 員  柳   裕 子 

───────────────────────────────────────── 

○審査事件 

議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合計画基本構想を定めるについて 

⑴ 第２編基本構想 第３章政策展開の基本方針について 

 ア 政策３ 地域の豊かな個性で活力を生み出すまちづくりについて 

   イ 政策４ 安全性と利便性の質を高めるまちづくりについて 

⑵ 次回委員会等の日程について 

───────────────────────────────────────── 



－2－ 

△開  会 

○委員長（持原秀行）これより、総合計画基本

構想審査特別委員会を開会いたします。 

 本日の委員会は、お手元に配付しております審

査日程により審査を進めたいと思いますが、御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議ありませんので、

お手元に配付しております審査日程により審査を

進めてまいります。 

 なお、本委員会は、総合計画基本構想の骨格を

審査していただくということで、個別具体的な審

査を行う場ではないということを委員各位におい

て御確認を願いたいというふうに思います。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。

現在傍聴の申し出はありませんが、会議の途中で

傍聴の申し出がある場合は、委員長において随時

許可をいたします。 

────────────── 

   △議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合

計画基本構想を定めるについて 

○委員長（持原秀行）それでは、１１月４日の

委員会に引き続き、審査を一時中止しておりまし

た議案第１１１号第２次薩摩川内市総合計画基本

構想を定めるについてを議題とします。 

 本日は、基本構想第２編第３章政策展開の基本

方針のうち、３及び４について審査を行います。

なお、審査に当たっては、この政策展開の基本方

針に基づき、基本計画の施策ごとに説明を受け、

質疑を行うこととしたいと思いますので御了承を

願います。 

────────────── 

   △政策３ 地域の豊かな個性で活力を生み

出すまちづくり 

○委員長（持原秀行）それでは、政策３に基づ

く基本計画の施策１について、当局に説明を求め

ます。 

○企画政策課長（上大迫修）ちょっとお許しい

ただきまして、本日、委員会資料として資料７を

配付させていただいております。配付の資料につ

きましては、先般の特別委員会におきまして、福

田委員から、それぞれの基本計画施策に掲げまし

た成果指標について、その考え方を整理したもの

はないのかということの御指摘がございましたの

で、市民アンケートに係ります統一した基準に加

えまして、その他の指標についてそれぞれ整理を

しておりますので、後ほど御参照いただければと

いうふうに思います。 

 では、早速でございますが、委員会資料６に基

づきまして、政策３、施策１について説明させて

いただきます。 

 資料は、資料６の２１ページ、２２ページでご

ざいます。 

 施策１、「一次産業の振興と六次産業化の促進」

でございます。現状と課題におきまして、①、②。

農業におきましては、認定農業者、集落営農組織

及び新規就農者の育成並びに経営安定に向けた所

得の向上が課題であること。林業につきましては、

施業の集約化のほか、林業路網の整備や、高機能

農林業機械の導入等々の部分、また、バイオマス

など木材資源の多面的活用、海外輸出を含めた木

材需要の掘り起こしが必要であること。漁業につ

きましては、水産資源の維持、回復のための漁場

整備とともに、つくり育てる漁業の推進が課題と

なっていること。また、これは１次産業の全体と

しまして、後継者などの中核的な担い手の育成を

図るとともに、規模拡大、設備投資等によりまし

て、経営基盤を強化していくことが共通の課題と

いうふうに取りまとめております。 

 また、③の６次産業化に関しましては、そうし

た消費者ニーズを踏まえた生産物の供給、付加価

値の向上、販路の拡大を図り、産地としての競争

力を高めていくことが必要であること。 

 また、最後に④、⑤におきましては、課題とし

て、耕作放棄地の解消、鳥獣被害の防止、生産基

盤施設の維持等があることに加え、集落全体を包

み込みます生活環境を整える基盤整備を進めるこ

と。さらには、農林水産物の消費拡大、食育、食

の安全といった部分の課題があるというふうに整

理をしました。これを受けまして、右のページ、

２２ページでございますが、施策の方向性は五つ

でございます。 

①の担い手の育成・確保等につきましては、課

題に記述いたしましたが、農林漁業の後継者、認

定農業者、新規就業者の育成・確保を。また、二

つ目には、農地組合法人、施業事業体等によりま

す規模拡大等の支援をし、雇用を生み出すという

形の施策の方向性を。      

 二つ目の経営基盤確立と地域特性を活かした産

地づくりの推進につきましては、経営規模の拡大、
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付加価値、産地競争力を高める取り組みの支援、

及び生産率の向上や生産コストの低減などの経営

改善の支援というものを記述しております。さら

には、地域の特性を活かした品目等の選定を行い、

重点的な支援を行っていくことが必要といたして

おりますし、最後の部分になりますが、鹿児島ブ

ランド産地の取り組みも推進することといたしま

す。 

[福田委員着席] 

 ③の農林漁業の六次産業化の促進につきまして、

１行目の後段になりますが、意識啓発やきっかけ

づくり、研修指導等の実施、組織体制の強化など

を図ってまいります。さらには、消費者ニーズを

捉えました商品開発を促進するとともに、付加価

値の向上や販路拡大に向けた支援を行うこととす

るものでございます。 

 ④の安心して生産できる魅力ある農山漁村の基

盤整備の推進についてでございます。１行目の後

段にございますが、生産基盤と生活基盤の調和に

よる農山漁村の活性化及び環境整備を進めるとと

もに、集落での集落活動の支援をしてまいりたい

というふうにしております。さらに、災害に強い

農山漁村づくりについて取り組むべきというふう

な方向性でございます。 

 最後、⑤の食の安全対策につきましては、一つ

目が家畜防疫対策を徹底すること、二つ目には、

地産地消を促進することにより、消費の拡大を図

ること、食育の推進を図っていくこととしており

ます。三つ目には、適切な農薬の管理及び使用に

ついて、指導等に取り組むという形を整理いたし

ました。 

これによりまして、左下の目指すべき姿、５年

後につきましては、良質で付加価値の高い農林水

産物の生産等を通じて農林漁業経営が安定し、所

得が向上しているということを基本的な目標とす

るものでございます。 

そのための成果指標と目標値については、六つ

を整理しておりますが、一つ目に農業産出額の部

分でございます。現状、耕種及び畜産についてそ

れぞれ数値を示しております。認定農業者数につ

きましても、現状数値からの伸びを、林業就業者

についても同様でございます。漁業者についても

ごらんのとおりの目標を掲げたいというふうに考

えております。さらに、新たに６次産業化に取り

組む農林漁業者の数につきまして目標値を設定す

る、また、農地流動化面積につきましても、その

面積を示すことによりまして、バロメーターとす

る考え方でございます。 

 最後、右下の市民と行政の役割分担の部分で、

市民の部分、「（市民）」の皆さんに対しましては、

積極的に地場産品の消費をお願いすること、「（農

林漁業者）」につきましては、付加価値の高い生産

に取り組むこと、技術経営力の強化に取り組むこ

と、農地林地などの適正な管理を促すこと。「（農

林漁業団体）」につきましては、農林漁業従事者へ

の指導の強化によりまして、付加価値の高い生産

を促していくということ、二つ目には、販売の拡

大に取り組むということを書いてございます。 

このため、行政の役割分担としましては、施策

の１番に掲げてあります担い手の育成確保に向け

た支援及び生産基盤の整備推進に取り組みます。

さらに６次産業化に取り組む農林漁業者への支援

を実施しますという形の整備をしたところでござ

います。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

を願います。 

○委員（江口是彦）１点だけ。６次産業の問題

について、本市は非常に力を入れて取り組んでい

るわけですが、この６次産業が国や県の方針とし

て、ちょうど民主党政権の中で生まれてきたとい

うこともあって、なかなか政権交代以降、私が見

る限り、県の農政課に行っていろいろお調べして

も、もう一つ方向性がはっきりしてなかったんで

すが。その国や県の方針というか、そういう動き

との関係ではどうなんですかね。非常に６次産業

の目標値にしても、高い目標が設定されてるんで

すが、１０年でってことでしょうから、うなずけ

るんですけど。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）まず、目標値

でございますけど、まずここは、今後５年間、基

本計画自体は平成３１年度までの計画期間でござ

いますから、平成３１年度の目標ということで設

定してございます。ここは、資料７にもございま

すとおり、ことしの３月末に策定をいたしました

六次産業化基本計画と基本的に考え方は、ちょっ

と数値は異なっております。それは計画期間が異

なるからですけれども、そこと整合性を合わして

設定をしてございます。 
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国・県との関係でございますが、今、委員御指

摘のありましたとおり、確かに民主党時代に六次

産業化地産地消法というのができまして、それは

民主党政権での６次産業化の政策だったんですけ

ど、６次産業化に関しましては、自民党も力を入

れております。いわゆる農林漁業の成長産業化と

いうことで力を入れておりまして、その法律をも

とにしてソフト、ハード、各種の事業を展開して

おります。 

 国・県との関係ということでございますけれど

も、どちらかというと、あっさり言いますと、昨

年度つくった条例は、国・県の例えば法律の承認、

認定から漏れた方をある程度救えるような前提で

策定をして、条例にのっとって、ことしの４月か

ら補助制度つくっておりますから。特に、国・県

の方針にのっとって、どうのっていうよりかは、

薩摩川内市全体として、６次産業化っていう観点

で見たときに、非常におくれてます。例えば、薩

摩川内市の法律に基づく認定件数は１件しかない

んですけど、昨年１年ぐらい前の時点でも、例え

ば、指宿ですとか、霧島あたりだと、法律に基づ

く認定件数が既に５件か６件あったりとか、そう

いう意味では少しおくれてますので、国・県の制

度にのっとってというよりかは、どちらかという

と、薩摩川内市の部分でどういうところがおくれ

ているのかと。あるいは、農林漁業者の方々がど

ういう部分を求めてというか、ニーズがあるとい

う部分をことしから一緒になって農家さんたち、

あるいは漁業者の方々といろいろ語り合いながら、

少しずつできるとこから始めていくっていう考え

方で、今進めているところでございます。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）わかりました。今、言われ

たように、３年、４年ほど前、薩摩川内市で基本

条例等をつくる前、県が非常にこの６次産業のサ

ポートセンターなんかも、ちょうど中央駅近くに

つくってたんですが。それで、県のそういうサ

ポートセンターで支援していこうという流れで、

鹿児島県からもいろんな応募者が出てきていたと

いう事情があったんですが。それがもう今なくな

って、いえば各市町村で、自治体で支援してかな

ければいけない部分が強くなってると思います。

そういう意味で、今言われたように、うちの独自

にというか、６次産業化の促進については、力を

入れていくべき分野なのかなと。なかなか先は見

えませんけど、私はそういう思いがしますので、

頑張っていただきたいと思います。 

○委員（川畑善照）この６次産業につきまして、

１次産業がもちろん育成するための大きな課題で

あろうと思ってます。ただ、６次産業と言うたら、

生産、加工、販売、流通も含めてですけれども、

そういうことで、主体は１次の農家で小さいとこ

ろが多いわけですので、それが団体となって流通

業界と組んでやるという、そういうシステムづく

りちゅうのは、薩摩川内市にはないようですけれ

ども。ほかのところで例があったら、やはり参考

にし、全国的な調査が進んでるんでしょうか。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）確かに他市の

事例では、そういう部分もないわけではないです。

例えば昨年、議会の皆様方もどこか視察されたと

思いますけど、広島の世羅町というところがござ

いまして、そこは梨の非常に有名な全国の産地な

んですけど。そこは６次産業化ってことで、

１０年以上前から取り組んでるところなんですが。

もともとは、個々の観光農園の農家さんたちがや

ってた部分が、地域でグループをつくって、流通

業者なんかと取り組むというよりかは、簡単に言

うと、集団化して規模拡大して、観光地として打

って出たっていう、簡単に言うとそういうところ

ですけれども、そういう例もございます。 

ただ、それが、本市にそのまんま当てはめられ

るかというのは、それは違うというのは、委員も

おわかりだと思います。今までも委員会等で御説

明してきましたけれども、今後、６次産業化を進

めていく中で、農林漁業者の中から、例えば農協

なら農協、漁協なら漁協中心でもいいですけれど

も、そういう何かのきっかけがあって、そういう

グループ化して流通業者とタイアップして組んで

いこうという動きがあれば、もちろん我々として

もバックアップいたしますけれども。我々から最

初からシステムをつくって、こういうシステムが

あるからどうのというやり方はしないというのは、

３月の企画経済委員会でも御説明したつもりでご

ざいます。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）主体が１次産業であるとい

うことは十分わかっておりますので、ぜひ、今後

のあり方については、そういう掛け算的、生産、

加工、流通、これを十分、実効性のあるものに。

そして、たくさんの方々が参入できるように取り
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組むべきであろうと思いますので、条例も決まっ

ているわけですが、改正も含めて、考えがあった

ら教えてください。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）昨年、制定し

た条例におきましては、農林漁業者が中心となっ

て、農林漁業者が加工、流通、販売に出張ってい

くような部分を６次産業化というふうに定義をい

たしまして、その部分について、重点的にという

か、積極的に支援をしていくという考え方を打ち

出しまして、現在それにのっとってやってるとこ

ろでございます。ことしの４月から始まった制度

でございますので、当面はこのままやらしていた

だきたいというふうに思っております。川畑委員

がよくおっしゃられるのは、農商工連携のことだ

と思いますけれども、農商工連携は、前も申し上

げましたが、別途、農商工連携は農商工連携とい

う形で私どもも補助は持っております。例えばチ

ャレンジ企業支援補助金とか持っておりますので、

そういう部分で活用して、うまく流通加工業者と

農業者とのマッチングをすることができないかと

いう部分は、今後も検討はしてまいりたいと思い

ます。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）①のところで、本市の農業

云々というところの中で、やっぱり生産力等が低

下している原因に後継者不足とか高齢化とかって

いうふうにあるんですが、あるいは、日本の農業

の衰退というのは、今の政府の政策とのかかわり

というのが、非常に大きいと思うんですね。自給

率の問題というのが、いまだに４０％に低迷して、

目標としている自給率の向上というのが、なかな

か出てこないというようなことの一方で、ＴＰＰ

への参加ということで進めてきているということ

が、我が薩摩川内市の農業にも大きな打撃になる

というのは試算をされて、４０数億円の損失が出

てくるという試算をされていらっしゃるわけです。

そういった記述もやっぱり必要なんじゃないかな

と。単に後継者不足、高齢化というだけじゃなく

て、そういう農業の位置づけという点で、自給率

やＴＰＰ問題というのはあるのではないかと思う

んです。そこはどういうふうにお考えなのかとい

うことです。 

 それから、もう一つは認定農業者や集落営農組

織及び新規就農者育成ということで、どこかでか

経営規模の拡大化、②のとこです。次のページの

②のところの経営規模の拡大や施設、設備等の整

備ということで、その「取り組みを支援する」と

いうふうになっているんですが。しかし、実際そ

の農作物をつくっている、特に米農家について言

えば、その大規模農家よりも小規模の兼業農家が

主要な生産を担っているのではないかというふう

に思うんですね。 

ところが、米の価格がどんどん低落していく中

で、そういう兼業農家も、もう農業をやめようと、

担い手が不足するっていうのは、そういう若い人

が農業をしなくなってるという問題があるわけで、

やっぱり小規模兼業農家に対して何らかの支援を

進めていかないと、耕作放棄地はどんどん広がっ

ていくということになるわけですので、そこをや

っぱり計画の中に位置づけていくことが必要なん

じゃないかと思うんですが、いかがでしょうか。 

○農林水産部長（高橋三丸）２点の質問でござ

います。まず１点目の国の政策、ＴＰＰ問題等も

掲げるべきでないかという部分でございますが。

確かに昨年の１２月に国の新たな政策、農林水産

業・地域の活力創造プランという新たな政策が策

定されましたが、具体的、実務的な部分について

は、当時具体的なものが示されておりませんでし

た。その中で、本市の農業の基本としております

第１次農業振興計画を平成２０年３月に策定し、

５年計画でございましたが、それの見直しが平成

２６年度から今後５年間の第２次の農業・農村振

興基本計画を策定する時期と重なりまして、本課

といたしましては、この第２次農業農村振興基本

計画をもとに基本計画を策定したとこでございま

す。 

 なお、ＴＰＰ問題でございますが、この件につ

きましても、いまだ結論が出ておりません。その

ような状況下で、先ほど申しました第２次の農業

農村振興基本計画をもとに今回策定したところで

ございます。 

 それと、経営規模の拡大でございますが、担い

手の育成、確保と重なりますが、少子高齢化、生

産者の高齢化、後継者・担い手不足も含めまして、

現在、農地の確保、耕作放棄地の解消という点で

人・農地プラン、この計画を進めておりますが、

それをもとに経営規模の拡大、認定農業者による

集積、集約等を図っていく事業が今後展開される

ということで、今回、経営基盤確立と地域特性を

活かした産地づくりの推進という形で掲載してる
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とこでございます。 

○委員（井上勝博）自給率をやっぱり高めると

いうことが農業の衰退をとめていくという点で非

常に大事だというふうに思うんですね。やっぱり

農業が基幹産業としてきちっと位置づけられてい

ないことによる面が大きいわけじゃないですか。

過疎化の問題も、高齢化という、その地域の高齢

化という点でも、農業が盛んになっていけば、若

い人がそういったところにもどんどん入って生活

できるようになっていけば、そういった問題も解

決していくわけですので。自給率の向上、そして、

自給率を向上させるという点では、ＴＰＰ、これ

は私は参加反対という立場でありますけれども、

少なくとも国会の決議の中に、５品目は絶対守る

んだということが、これはもう全国民的な一致点

であるわけですので、そういったところなどは、

やっぱり記述する必要があったのではないかなと

いうふうに思います。 

 それから、規模拡大ということで、耕作放棄地

を、そういう規模拡大をする農家が、それらを土

地の貸し借りで借りて、そして耕作放棄地を少し

でも少なくするという、そういう努力も私は必要

だと思うけれども。しかし一方では、大規模には

できない農地、非常に急勾配な農地だとかいう農

地を守ってきたのは、小規模の兼業農家が守って

きたんだと思うんですよ。そこの担い手がいなく

なって耕作放棄されていくという現状があるわけ

ですので、私がさっき言ったのは、小規模兼業農

家への支援というのも１項目必要なのではないか

というふうに言っているわけなんですが。先ほど

はちょっと規模拡大を進めることということで、

ちょっと何か答弁がかみ合ってなかったなという

ふうに思うんですが、いかがなんでしょうか。 

○農林水産部長（高橋三丸）規模拡大というこ

とと、あと小規模の土地を維持する、要するに各

地域におきまして、先ほど言いました高齢化に伴

う担い手、後継者不足による農地離れ、耕作離れ

という、非常に大きな課題、問題等がありまして。

これをどう解決していくかということで、規模の

拡大もですが、その農地を維持する、要するに耕

作放棄地をふやさない。そのためには、認定農業

等の担い手に後継者がいない土地を預けると。要

するに集落、あるいは地域全体で農地を確保する

と。そういう意味での規模拡大と耕作放棄地の解

消といった、１番目と４番目にあります、１番と

４番は連携する施策でございますので、現在この

ようなくくり方をしております。全て小規模の農

地をなくすということじゃなくして、できない農

地を農地として終わらせるんじゃなくて維持する

ために、耕作者、要するに今の中間管理機構もご

ざいますが、貸し手と借り手をつないで農地を守

るという施策でございますので、御理解いただき

たいと思います。 

○委員（井上勝博）この計画そのものは、変更

できないということではあるわけですが。しかし、

それらのＴＰＰ、自給率、そして小規模兼業農家

への支援、これらは必要だということを意見とし

て申し上げておきます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ。井上委員の

発言の中での関連の部分も出てくるんですが、や

はりいわゆる１次産業、農業の部分は、いわゆる

国の安全保障の観点からも食料、エネルギーの自

給率というのは非常に重要な案件だと思っており

ます。その中で本市も基本構想の中で、本市の現

状と課題で、雇用の確保と経済の活性化というこ

とで、「内発型の産業振興を通して雇用の場の確保

を図る」というような、ここが一つの課題として

うたわれております。このいわゆる１次産業、

６次産業を通して、私もいろいろ事業者とも意見

交換をするんですが、小規模農家ではなかなか採

算がとれんというような厳しい御意見も伺ってお

ります。こうした中で、このいわゆる本市の１次

産業、６次産業を通して、本市の産業構造を変え

るぐらいの、そういう雇用を生み出す意気込みを

持って取り組まれる、今後の計画の中に、そうい

う意気込みを持って取り組むという気持ちをお持

ちだという認識でおっていいのかの覚悟だけ聞か

せていただきたいと思っております。 

○農林水産部長（高橋三丸）そのようにお考え

いただいて結構と思います。 

○委員（成川幸太郎）一つだけ関連することに

なると思うんですけども。１番で「後継者不足や

高齢化による生産力等が低下し」ということは、

耕作放棄地がどんどん減ってるということにつな

がっていくと思うんですけれども。この耕作放棄

地の解消ということがうたわれてて、農地流動化

面積を現状値から目標値は変わらないということ

は、割と農地が流動化して、減って、放棄地がふ
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えていかないということで想定をしていいのかな

と思うんですが。そのために、今後、今言われた

ようなことが具体的にはどういう形で実現されて

いくんだろうかなっていうのが見えないですけど。

この計画自体の、トータルの最初に、谷津委員が

言われた薩摩川内市の総合的な人口ともかかわっ

てくる部分があると思う。だんだん減っていく中、

高齢化していく、若者が減っていく中で、農地流

動化面積だけを維持しようということの具体的な

取り組みというのが何か想定されてるのかなと。 

○農林水産部長（高橋三丸）農地流動化面積を

示してございますが、農地となりますと、農政部

局におきましては、耕作、いわゆる農地を活用し

て農産物を高めるという施策と、あと農地を守る

という農地法の関係、農業委員会の管轄でござい

ますが。農地にも農用地、あるいは農地という地

目の中で、実際、農地等不適地という段階の農地

がございます。そこを、区分を調査しまして、農

地として活用できる農地というものを、面積を求

めまして、そこで農地において、先ほどから申し

上げております耕作放棄地等の解消、あるいは、

遊休農地をどのように活用するかといったことで、

今、国の先ほどありました人・農地プランの政策

をもって、その農地を農地として今後も継続させ

るという施策を展開しているところでございます。 

○委員（福田俊一郎）２１ページの成果指標と

目標値の中で、農業産出額についてでしたけれど

も、重点品目の耕種の中身を示していただきたい

というのと、これについては、米印で説明が必要

じゃないのかなというふうに思ったりしたところ

でした。 

 また、畜産が８８億から９２億ということで、

そういうことになっておりますが、一方で耕種の

ほうは減額しております。この辺の御説明等もい

ただきたいなと思います。 

○農林水産部長（高橋三丸）成果指標と目標値

の農業産出額の耕種でございますが、本市の農業

産出額において園芸重点品目、おおむね販売額が

１億円を超える品目、いちご、ごぼう、らっきょ

う、きんかん、ぶどう、お茶、これとあと水稲の

７品目を耕種として掲げております。金額の減に

なった要因もでしょうか。１億４,０００万の減を

目標値に掲げておりますが、この大きな一つにお

きましては、水稲におきまして、先ほどからも意

見ございます国の新たな政策等に伴い、食用米か

ら飼料用米へのシフトによる１億６,０００万円の

減を目標値としております。また、先ほど説明い

たしました耕種のうち、ごぼうにおきまして、本

年度に夏ごぼうの作付けが始まったこと、らっき

ょう、きんかんにおきましては、農業候補者研修

生、新規参入者による面積の増が見込まれること

から、それぞれ２,０００万円の増を見込んでおり

ます。 

 以上でございます。 

○委員（福田俊一郎）重点品目・７品目という

ことでしたので、この項目については、ここに列

記していただいたほうがいいのかなというのと、

畜産についても改めてちょっと。畜産については、

増額になってますので、産出額も。これについて

も説明いただきたい。 

○農林水産部長（高橋三丸）畜産につきまして

は、現在、子牛のせり価格が高値で維持しており

ます。今後、枝肉の相場が上昇するという見込み

をもちまして、約２億の増を見込んでおります。

また、ブロイラーにおきまして、肉量の増進を図

る、要するにブロイラー、鶏、１匹当たりの肉量

をふやすという取り組みを、今、しておりまして。

また、卵、鶏卵におきましても、産卵率の向上を

今進めております。それをもって、約２億

７,０００万円の増というのを見込んでここに掲げ

たところでございます。 

 以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）御指摘の重点品

目の記載につきましては、御指摘のとおり注釈を

加えたいということで整理いたします。 

○委員長（持原秀行）そのようにお願いいたし

ます。 

○委員（井上勝博）１億６,０００万とおっしゃ

ったんですか。ちょっと確認なんですが、１憶

６,０００万を食べる米から飼料米への転作という

か、変えていくということによって、これだけの

減になるということをおっしゃったんですか。数

字的にはこの１億１ ,０００万っていう、

３１.５から３０.４というのは、これ、そういう

意味じゃないんですか。 

○農林水産部長（高橋三丸）水稲におきまして、

１億６,０００万の減と申し上げましたが、ほかの

種目、らっきょう、それからごぼう等につきまし

ては、それぞれ２,０００万円の増という答弁した

ところでございます。 
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○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で施策１を終わります。 

 次に、施策２について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）では、資料は

２３ページ、２４ページをお開きいただきまして、

施策の２、「地域の強みを活かしたビジネス展開と

連携による商工業の振興」でございます。 

 まず、現状と課題につきまして、①でございま

すが、誘致企業の撤退により、厳しい雇用環境が

ございますので、これを改善することが喫緊の課

題であるとしております。このため、新たな事業

展開の支援でありますとか、起業、転業等への意

欲の喚起、支援。また、特色のある異業種連携等

を推進する必要があるというふうに考えておりま

す。さらに、これらを包括的に支援するための体

制、窓口といいますか、組織が必要だということ

で、記述してございます。 

 ②につきましてでございますが、新幹線の全線

開業等によりまして、環境が変化しつつあります

が、新たな雇用の創出を図るために、市内企業の

育成支援を継続的に実施し、同時に成長可能性の

ある分野での施策展開と歩調を合わせた積極的な

企業誘致が必要であるというふうにしております。

特に、高速道や港湾など、地域の特性を活かした

企業誘致を推進するとともに、その基盤となる工

業団地の整備についても課題を持っているという

ふうに整理をいたしました。 

 ③雇用の場の確保につきまして、喫緊の課題で

ございますが、これらにつきましては、各種事業

者に対します制度・施策を有効に活用することを

促すとともに、体質強化や育成・支援などの取り

組みが必要というふうに整理をいたしました。 

 さらに、④中心市街地をはじめとします各地の

商店街につきましては、地域密着といった部分も

ございますが、３行目から後段になりますけど、

購買力が市外流出することを抑制することと、地

域のコミュニティや生活を支えるといった部分で

の役割を担っていただくような取り組みを促す必

要があるというふうに考えております。 

 右側の施策の展開方向でございますが、四つで

ございます。一つ目に市内企業の育成支援につき

ましては、１行目後段から、市内企業の人材育成

や販路拡大に向けたマッチング等によります新た

な事業展開や、新産業モデル、産業の創出に向け

た支援を行っていきます。そのため、産業支援と

なる（仮称）産業支援センターなるものの設置の

取り組みも進めてまいります。 

 二つ目に企業誘致でございます。その推進につ

きまして、成長戦略に位置づけているごらんの分

野の積極的な企業誘致に取り組むことといたしま

す。さらに、地域の強みという形で、自動車道、

港湾、電源立地地域などということがございます

が、これらを活かした企業誘致を推進すると同時

に、市内において工業団地の整備及び企業撤退の

跡地等の積極的な活用を図ることといたします。 

 ③の雇用環境整備の支援につきましては、雇用

の継続を図るため、研修制度によります人材の育

成、福利厚生、及び事業者の雇用環境の整備に対

しまして、ソフト的な支援を実施する必要がある

というふうに考えております。 

 さらに四つ目でございます。地域特性を活かし

た商圏の充実ということで、中心市街地をはじめ

とする商店街の振興によりまして、地域の特性を

活かしました商圏を確立、充実させていくという

ことが必要であるというような方向性でございま

す。 

 これらによりまして、左下の目指すべき姿、基

本目標につきましては、企業誘致や必要な支援等

により、地域内で積極的に事業活動が展開され、

安定的な雇用が生まれていることを目指します。

そのための成果指標と目標値につきましては四つ

でございます。企業誘致数、これは、年５件の算

出で目標値はこれから２５社。新規雇用者につき

ましては、５００人以上の者。起業数につきまし

ては、現在カウントが２５でございますが、これ

を４０まで持っていくこと。雇用保険被保険者数

につきましては、安定的雇用という観点から、現

状から引き下がることのないレベルでの目標の整

理をさせていただいております。 

さらに、右側の役割等につきましてでございま

すが、「（市民）」の区分につきましては、地元での

消費を、「（事業者）」につきましては、働きやすい

環境づくり、事業所づくりを、市内企業の連携等

を促してまいります。 

さらに、「（地域・団体）」につきましては、企業、

行政との連携を強化し、地域の活性化に取り組み

ます。「（商工団体）」につきましては、商店街の魅

力創出の推進に努めていただきたいということで
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役割を。 

行政の役割としまして、雇用施策を実施、勤労

者福祉の推進、企業誘致、企業の育成支援、人材

育成、これら総合的な情報の展開といったものが

必要であるというふうに役割分担を整理しました。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑を行います。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）別のところになるのかどう

か、ちょっとよくわからないので教えていただき

たいんですが。ここが地域の産業、商工業を振興

するという点で、この間、非常に実績的には、ほ

かの議員からも高く評価してるのが住宅リフォー

ム助成制度ですよ。これはもうほんとに評判がい

いと。市内の業者の仕事づくりという点からも、

また、住宅を改修したいという市民の希望にもか

なっていて、地域経済を活性化していってるわけ

ですよね。そういったものの位置づけというのが、

私は結構高い評価をしてもいいんじゃないかと思

ってるんですが、ほかに位置づけられてるんです

か、どうなんですか。 

○商工観光部長（末永隆光）井上委員が今おっ

しゃられたのは、一般住宅のリフォームの事業で

あって、これにつきましては、建設部所管になり

ます。やはり地元の業者さんがその工事をされる

ことによって、地域の活性化につながっていくと

いうふうに、高い評価があるというふうに認識い

たしております。 

商工業の分野におきましては、これと似た制度

でございますけれども、商工業者店舗改装事業と

いうのをやっております。２０万円を上限とした、

店舗を改装する際の工事費の補助を行っている事

業でありまして、これも昨年度から実施しており

まして、これも非常に地域の活性化につながると

ころで、住宅リフォームと同様、商工業の活性化

にもつながるというふうに、我々も認識いたして

おります。 

○企画政策課長（上大迫 修）御指摘の部分、

住宅リフォーム等につきまして、確かに経済政策

としての効果が高いといった分になりますが、個

別の対象にしました。要するに既存住宅でありま

すとか、空き家でありますとか、そういうものに

着目した取り組みについては、住環境であります

とか、インフラでありますとか、そちら個別の政

策の中にしておりますので、ここにおきまして、

住宅リフォーム事業において経済を活性化すると

いう、そういうチャンネルで記述した整理にはな

っておりませんので、御留意をお願いしたいと思

います。 

○委員（井上勝博）現実には、中小の事業者の

方々が非常に喜ばれているというのも現実であっ

て。それが高い経済効果を上げているということ

も事実ですよね。これは、景気対策として、全国

的に普及したものであって、単なる建設、建築関

係とか、そういう視点だけではやっぱり捉えられ

ない問題なんじゃないかなというふうに思うんで

すよ。景気対策の一つとして、やっぱり位置づけ

るという、それに住宅リフォーム助成制度のよう

な、ほかの制度なども考えられないのかというこ

となど、大事な視点じゃないのかなと思うんです

が、どうでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）あくまでも、今

回御審議いただいております第２次の総合計画に

おいて、経済政策というのを施策の項目として位

置づけてるのではありません。住民の皆さんの暮

らしでありますとかいった部分の住宅とか福祉と

か、インフラとかいった形にしておりますので、

仮に経済政策、国におきましても、補正でありま

すとか、しますときは、個別の政策の中に落とし

込んでいく作業ということになってまいりますの

で、その落とし込む先が薩摩川内市において施策

をこういう議論してきた場合には、既存住宅の改

修ということですので、住環境とか、そういった

部分に整理をしたということでございますので。

景気対策としての施策を表現することは、なかな

か難しいのかなと思っております、この部分にお

きましては。 

○委員（井上勝博）じゃあ、ちょっと伺いたい

んですが、④については、地元購買が市外に流出

するなど、「来客や店舗数の減少など厳しい状況に

あることから」というところがあるわけですよね。

これを読んだらすぐ商品券のことを思い出すわけ

ですよね。それとはまた違うということですかね、

これは。 

○企画政策課長（上大迫 修）今回、全体的な

政策をするときに、商品券でありますとか、経済

対策といった部分は、２次的な部分ということで

整理をしておりますので、商品券を目指してこの

記述をした、調整させていただいたというふうに



－10－ 

は考えておりません。その記述した内容につきま

しては、所管部長のほうから少し説明いただきま

す。 

○商工観光部長（末永隆光）地元購買が市外に

流出するということにつきましては、新幹線が全

線開通したということも大きく影響してると思い

ます。特に鹿児島市への購買の流出が極端に出て

おります。そういうことで、そういった状況を踏

まえまして、市内には、各商店街が中心市街地に

もございます。中心市街地におきましては、川内

駅がありまして、交通、それから行政、医療、金

融、商業の中心地となっております。それから周

辺地区でございますが、隈之城、永利、上川内、

大小路といった地域、そこに大規模小売店舗が立

地している－それ相応の商業地域を形成してお

ります。それに加えまして、支所地域、東郷、樋

脇、入来、祁答院という地域の商店街、これも規

模的には小さくなっておりますが、やはりその地

域の中で、商業、医療、金融、それから地域のコ

ミュニティを支える、生活を支える商店街という

形成が、そういう機能がまだ残っておりますので、

こういったそれぞれの地域での商店街の役割を低

下させない、伸ばしていくことによって、市全体

としての商圏を確保する、維持していくという考

え方でここに掲載いたしました。 

○委員（井上勝博）これに関連して、施策の方

向性というのが、どういう部分に当たるのか、下

のほうで市民と行政の役割分担という点では、（市

民）には地元商店を利用しましょうということが

載ってるわけですが、具体的に方向性としてはど

れに値していくんですか。 

○商工観光部長（末永隆光）商圏の充実という

ことを目標に据えまして、各年度ごとの予算措置

をする中で、事業展開したいと考えておりますが、

これまでも、商業者支援事業ということで、店舗

の改装、あるいは中心市街地のテナントミクス事

業でありますとか、先ほど出ましたプレミアム商

品券、こういった商品券を発行しながら、それぞ

れの商店街の活性化策を講じていきたいというふ

うに考えています。 

○委員（成川幸太郎）雇用環境の整備の支援と

いうことで、うたってありまして。雇用環境のい

ろんな支援てったって、事業所の雇用環境の整備

をしていくと、今、話題になっているんですけど、

非正規従業員の雇用保険被保険者数はふえていか

なきゃいけない。雇用環境の整備だけでもふえて

いかなきゃいけないと思うんですけども。それと、

新規雇用者数は５００人を目標にされてて、実際

の目標値としては２万４ ,４６９人が２万

４,５００人とほぼ現状維持なのは、ちょっと消極

的すぎる目標になっているんじゃないかと思うん

ですが。もうちょっと積極的な雇用保険被保険者

数を設定してもいいんじゃないかと思うんですけ

ども、いかがでしょう。 

○商工観光部長（末永隆光）確かに新規雇用者

数は５００人ふえる中において、雇用保険被保険

者数が現状維持という状況でございますけれども、

やはりパートとか、そういった非正規の方々をふ

やさない方向での施策を今後も考えていきたいと

いうふうに思っておりまして。全体として、やは

り企業だけでなくて、小さな商店街も含めますと、

全体としては雇用というのが減少傾向にあるわけ

でございます。そういったものも加味しまして、

最終的にはこの新規雇用者数とプラスマイナスゼ

ロというふうな見方をして、現状維持ということ

で数字としては出しております。 

○委員（成川幸太郎）現状では、だからそうい

う傾向にあるんだけども、いろんな施策をとって、

現状の雇用者数を維持して、また非正規従業員で

雇用保険にも入っていない方々もやっぱり加入さ

せていくという努力もしなきゃいけないんじゃな

いかと思うんです。そうすると、減ることを想定

して新規が５００で、現状維持というのは、ほん

とに消極的で、積極的に総合計画というこれから

薩摩川内市を維持して伸ばしていくための施策に

なるのかなっていう気がする。 

○商工観光部長（末永隆光）雇用保険制度も、

何か見直しは行われるということも聞いておりま

すので、そういったものも含めまして、目標値に

つきましては、改めて検討させていただきたいと

思います。 

○委員長（持原秀行）積極的な展開をやらない

と何か停滞をずっと持続するようなことではいけ

ないと思いますので、そこは、十分精査させてい

ただきたいと思います。 

○委員（川畑善照）同じとこなんですけど。起

業数が現状で２５で、目標値が４０となると、こ

の起業の業界、どういう業界を含むのか。医療も

含めてなのか、何もかんも含めてであるのか。目

標値は大分低いんじゃないかと思うんですよ、こ
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の状況見たときに。年に３箇所となりますよね。

また、起業はしたけれどもやめていくところもあ

ると思う、そういう追跡もした中でのことですか。 

○商工観光部長（末永隆光）ここにおけます起

業数の数字につきましては、それぞれの単年度の

数字です。ですから、現状値は平成２５年度の数

字なんですが、市の補助事業の中で、創業チャレ

ンジ支援補助金、あるいは新産業創造事業補助金

に申請されて、事業を展開された方の１年間の事

業者数というふうにとらえてください。これが目

標値である４０というのは、平成３１年度単年度

においては４０になりますよということの目標で

ございます。 

○委員（川畑善照）単年度っていう、上のほう

は結局目標値だから、これに５を掛けて２００と

するべきであろうと。同じ単位で、上から見れば、

そこが疑問であると。そして業界ちゅうたら、そ

れともう一つ言ったのがあれです。起業はしたけ

れども、数年後にやめていく、それもあり得るん

ですよ。特に飲食業はあると思うんですよ。 

○商工観光部長（末永隆光）業種といたしまし

ては、全ての業種が対象になっております。 

 上の企業誘致数と新規雇用者数、この二つにつ

きましては、累計値という形で、特殊な数字の出

し方をしておりますので、これは５年間の累積値、

目標であります。ただ下の二つにつきましては、

各単年度のそれぞれの目標というふうに理解をし

ていただければと思います。 

○委員長（持原秀行）表記の方法をもう少し丁

寧に取り計らっていただきたいと思います。わか

りにくいと思います。 

○委員（森満 晃）済いません。関連しまして、

その市内企業の育成支援というところで、市内企

業の人材育成や販路拡大ということで、実際、市

内の企業からもこういう人材の育成をしたいだと

か、そういうのが要望だとか、そういう部分があ

るのか。また、それに伴いこの（仮称）産業支援

センターの設置ということで、この具体的な取り

組みというか、センターの内容についてお伺いし

ます。 

○商工観光部長（末永隆光）企画政策課が２年

前に行った市内企業のアンケート調査の結果の中

においても、やはり、今現在、取り組んでいる業

務が非常に頭打ちになっていると。生産、販売、

金額が落ち込んでるとか。これから新たな業種に

転業したいとか、今までやっている部分をさらに

伸ばすには、どうした商品開発を講じたらここが

いいとか、販路拡大したらここがいいという声は

数多く聞かれております。それと、昨年の１１月

に発足いたしました企業連携協議会、これ市内企

業が９０社加入してもらってますが。その中にお

いても、現状に対する非常に憂慮といいますか、

そういった声を聞いておりまして、やはり、市内

の企業の中で連携して何か新しいものに取り組ん

でいきたい、そこに書いてございます、新産業モ

デルの創出とか、そういったものに取り組んでい

きたいという声を聞いております。 

そうする中で、産業支援センターということを

今構想を持っております。これについては、本市

の雇用創出拡大、戦略ビジネス分野の振興を図る

ために企業が求めております経営相談、あるいは

ビジネスマッチング、販路拡大、人材育成、技術

支援、もろもろの問題に対してワンストップでこ

れに応えていこうと。そういった総合的な支援組

織、あるいは本市の産業育成の中核的組織として

位置づけております。具体的なものにつきまして、

今現在、検討中でございますけども、これをでき

ましたら平成２８年度中に設置をしたいというふ

うに考えております。 

 以上です。 

○委員（森満 晃）そうした場合に、新しい雇

用だとか、あるいは高校生、大学生だとか、そう

いう新規の方が、薩摩川内市、地元で学びたいだ

とか、起業をしたいだとか。そういう部分にも、

今後長い目でつながっていくものなのか、その辺

はどうでしょう。 

○商工観光部長（末永隆光）当然、この産業支

援センターの機能の中には、創業支援、それから

起業。これについての相談業務も当然含めており

ますし、新たなビジネスモデルというものについ

ても、このセンターの中でメイドイン薩摩川内と

いったものを企業と連携してつくるとか、そうい

った取り組みについてもやっていきたいというふ

うに考えております。 

○委員（中島由美子）やはり雇用の継続を図る

ための研修制度、この雇用環境整備の支援という

ところで、やはり今、産業支援センターの設置と

いうことを、すごく夢があることを言われたんで

すが。この川内から－高校生、工業系、商業系

の高校があるわけですが、－大概、外に出てい
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ってしまう、都会に行ってしまう。そこで１年、

２年して帰ってくる子たちも結構いるんですけど。

川内に魅力がないのか、仕事がないからと言って

帰ってこない子たちも結構いる。だから、その前

にやはり出ていかない取り組みというのかな、な

るだけ川内で残っていってくれる取り組みってい

うのが、ものすごく大事なのかなと思うんですけ

ど。そのあたりも、今言われたところに、きちっ

と高校とかとも連携をして、できるのかどうか。

よく最近５Ｋとか６Ｋとか言われる土木とか、建

築とか、水道関係、電気工事関係の方々とお話を

すると、若い人たちが１日、２日でやめてしまう。

または長くても３箇月もてばいいほうだと。丁寧

にするんだけども、やはり土日祝日が休みなのか

とか、５時で仕事が終わるのかとか、いろいろサ

ラリーマン的な考え方を持つ人が多くて、ほんと

に育成できない状況があるということもよく聞く

んです。そのあたりもしっかり、公務員であって

もサラリーマンであっても、５時で帰れる仕事な

んていうのはないと思ってるんですけど。そうい

う仕事に対する取り組みというか、指導っていう

のか、そのあたりの教育っていうことにもなるん

でしょうけれども、しっかりやっていくことが大

事なのかなと思うんですけど、そのあたりも考え

ておられるのか、お願いします。 

○商工観光部長（末永隆光）先ほど企業連携協

議会のお話をさせていただきましたが、市内企業

は９０社、オブザーバーとして、市内の高校、そ

れからポリテクカレッジ、純大そういった学校も

参加していただいておりますし、あるいはハロー

ワークとか、そういった国・県の機関も参加をい

ただいております。この企業連携協議会につきま

しても、産業支援センターの中に組み入れていき

たいというふうに考えておりますが。将来的には

このセンターの中で、こういった学校も含めて、

一緒に卒業される子どもたちが地元に残るような

取り組みを、お互いセンターの中でできないのか

ということも検討していきますし。さらに、なか

なか企業に勤めても、なかなかもたないと、３箇

月しかもたないという声もあるんですが。企業内

のいろんな研修も開催されておりますし、あるい

はセンターで独自で研修をすることも想定してお

りますので、そういった研修制度を活用していた

だいて、企業側が。やはり、それぞれの若い人た

ちのスキルアップにつながるような取り組みを考

えていきたいというふうに、今のところは考えて

います。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。 

○委員（井上勝博）産業支援センターというの

は、発想、私はすばらしいと思うんですけれども。

県内とか、全国でこういうモデルがあるんだとい

うことがあれば御紹介いただきたいと思います。 

○商工観光部長（末永隆光）私どもも、今、企

画政策課と一緒になりまして、先進地の研修をい

たしております。私もつい先般、鹿屋市のほうに

行ってまいりました。県内では鹿屋市が産業支援

センターなるものを設置いたしておりまして、こ

こは、直営の形態をとっておりまして、市の職員

が４名ほど、それと嘱託が２名ほどでございまし

た。内容としては、やはり農業が非常に盛んとい

うこともありまして、６次産業に力を入れた取り

組み、食品産業を中心としたマッチングとか、そ

ういったものに取り組んでおりました。こういっ

たものを参考にしながら、他市の部分も参考にし

ながら、本市のやはり特性というのもございます

ので、どういったところに力点を置くべきなのか、

今後検討してまいりたいと考えております。 

○企画政策課長（上大迫 修）成長戦略の関係

で、成長戦略に位置づけておりますので、産業支

援センターを。今、調査している中で、実際いろ

んな先進地を見ますと、社団みたいなものであり

ますとか、株式会社みたいな、いろんなタイプが

あるということ。それと、ある程度センターが担

うべきものっていうのを、従来の取り組んだ政策

から絞り込んで、精鋭化した形で取り組んでいる

例も見られるということ。さらに、実際、セン

ターを貸すとしましたときに、起業者の方とお話

をして、そのニーズをきちっとつかんで、研修の

プログラムをつくったり、マッチングをしたりと

いうことになりますので、ある程度そこに携わる

人というのが大きなキーワードになってるという

ふうに理解しております。 

平成２６年度に調査しておりますけど、今後、

平成２７年度にかけてそれらの部分を精査しなが

ら、先ほど商工観光部長が申された、平成２８年

にはスタートできるように、それなりに進めて、

整備をしてみたいというふうに考えております。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）私は、２点お問い合わ
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せをします。この施策２の中で、施策の方向性、

①から④あるんですが、この中で、なかなか目指

す姿、成果指標の目標値の中で見えづらい部分。

１点目は、特別委員会等も設けてるので、次世代

エネルギーのいわゆる成長戦略におけるこの施策

２における今後の取り組みの方向性－いわゆる

企業誘致であるとか、産業育成であるとか、そこ

らあたり－次世代エネルギーの分野でどういう

お考えをこの５年計画の中でお持ちなのか。 

 もう１点目は、４番の地域特性を活かした商圏

の充実、この部分が目指すべき姿、成果指標の目

標値等で目指すべき方向性がなかなか見えてこな

い。「商店街の魅力創出の推進に取り組みましょ

う」ではなかなか、商店街の今後の方向性が見え

てこないんですが。目指すべき方向性、地域の特

性を活かした商圏の充実という部分の中で、どこ

らあたりを目途に進めていかれるのか、お考えが

ありましたらお聞かせください。 

 以上２点です。 

○商工観光部長（末永隆光）まず、次世代エネ

ルギーにつきましては、詳細は対策監のほうにお

願いいたしますが、やはり次世代エネルギーの関

連の企業を誘致したいという思いがございます。

地域成長戦略の中にも次世代エネルギーというこ

とが入っておりますので、次世代エネルギー関連

の企業誘致を企業誘致活動の中に組み入れて、積

極的に展開してまいりたいと商工観光部のほうで

は考えております。 

 それから④の商圏の充実の部分の今後の方向性

が確かに見えづらい部分があると考えております

ので、少しこの表記につきましては工夫をさせて

いただきたいと思います。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）まず大き

く二つに分けて考えておりますけれども。まずは、

次世代エネルギービジョン行動計画という確実に

実行いたしまして、市のエネルギーのまちとして

の取り組みというのをＰＲして、まずは市に関心

を持っていただきたいというのが第１ステージで

ございます。 

 ２番目に、それに並行いたしまして、研究開発

や社会実証の誘致、ＯＪＴとかを通じました人材

の育成、研究開発、社会実証への地元企業の参画

をしていただきたいと思っておりますけども、そ

ういったものを通じたエネルギーに造詣の深い企

業の蓄積、そういったものを図りながら、そうい

った企業がたくさんありますよっていうのを積極

的に情報発信していきながら、企業誘致や雇用の

増加につなげていきたいと考えております。 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策２を終わります。 

 次に、施策３について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）資料は２５ページ、

２６ページ、施策３、「市民ぐるみによるシティ

セールスの推進と観光物産ビジネスの展開」でご

ざいます。現状につきましては五つ整理をさせて

いただいております。 

 ①におきまして、今後の課題としましては、シ

ティセールスなど、いろいろな取り組みをしてお

りますが、今後とも本市の強みを活かして、宿泊

に視点を置いた旅行需要の取り組みをさらに進め

る必要があるということが１点。 

 二つ目につきましては、１行目後段からになり

ますけど、本市物産の市外向けの販路が拡大して

いる中で、来訪者の満足度、市内事業者の所得向

上、雇用拡大を図っていくための施策を進めるべ

きであるというふうにしております。 

 三つ目につきましては、おもてなしや購買意欲

を高めるため、受け入れ体制の充実及び観光物産

施設のレベルアップが必要というふうに考えてお

ります。 

 四つ目には、１行目後段になりますが、事業者

の市外や海外への事業展開の支援を行い、市民ぐ

るみで情報を発信し、行きたい、買いたいという

意欲を引き出す施策が必要というふうに考えます。 

 五つ目につきましてでございますが、観光振興、

物産販売を効率的に効果的に促進するためという

ことで書いてございますが、民間主導を基本に、

官民一体となった推進体制を構築する必要がある

というふうに考えているところでございます。こ

のため、記述のとおり、ＪＲでありますとか、肥

薩おれんじ鉄道、関係者との連携及び広域的な連

携を図っていく必要があるというふうに整理をい

たしました。 

 このため、右側の施策の展開方向は五つ整理さ

せていただいておりまして、一つ目が旅行誘客の

促進とし、民間活力によります観光商品の販売を

促進すること、また同時に個人ツーリズムであり

ますとか、イベント・コンベンション等の受け入

れ体制の充実、環境整備を図っていくことを記載

してございます。 
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 二つ目には、物産の販売力を強化していくこと

という形で表示しておりまして、各種イベントの

企画、支援に加え、市外、海外への売り込み等を

推進すること。同時に特産品の販売促進を推進す

るというふうにしております。記載のとおり、物

産の販売力を強化する機会を設けていくという形

でございます。 

 三つ目には、観光物産施設の充実ということで

ございますので、これら誘客及び販売につながり

ます観光物産施設のサービスでありますとか、販

売機能の充実を支援していくことといたします。 

 四つ目にシティセールスプロモーションの充実

ということでございます。２行目にありますが、

各種メディア等に対しまして情報等を積極的に配

信すること、及び旅行誘客や販売拡大につながる

ようなセールスを推進していくことといたします。

また、各地の観光素材のほか、特に高速船甑島を

利用した甑島観光ラインのプロモーションを積極

的に進めますといたします。 

 五つ目でございます。観光物産のマネージメン

トの充実でございます。観光物産協会のマーケテ

ィング・マネージメント機能の強化を支援してい

くことといたします。さらに、これに関係します

市内外の関係団体との広域的な連携を深める体制

を確立いたします。同時にとなっておりますが、

地域に密着した観光地づくりを推進していくため、

ぽっちゃん計画等の強化を図ってまいります。 

 これらによりまして、左下の目指すべき姿、基

本目標は、交流人口が増加し、市民のおもてなし

の心が生まれ、観光物産ビジネスを通して地域の

所得が向上し、雇用がふえているということが究

極の目標でございます。 

このための成果指標、目標値につきましては五

つでございます。宿泊者数につきまして、その増

加を。観光物産協会によります物産の販売売上額

の増加を。また、市内の主な直販所等９施設を想

定しておりますが、この販売額の増加を。さらに、

観光物産協会主要取引事業者当たりの従業者数に

つきまして、その増加を図るという雇用の部分で

ございます。さらには、情報発信という意味から

含めましてシティセールスサポーターの登録者数

につきましても、その増を図りたいというふうに

いたします。 

 右側の役割分担、下段でございますが、「（市

民）」においては、宣伝活動に対して協力をお願い

する点、「（事業者）」につきましては、旅・食・品

に関するサービス、商品レベルのアップ、及び市

民との連携を求めたいというふうに考えるもので

す。「（地域団体）」におきましては、地域の盛り上

げ、機運醸成を図っていただき、積極的なコミュ

ニティビジネスの継続的運営をお願いいたします。

行政といたしましては、旅・食・品に関しますビ

ジネスの支援、市民、事業者、地域と一体となっ

たセールス戦略マネージメントの確立とともに、

民間主導への誘導、広域化に対応した取り組みと

いった部分を役割としたところでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑を行います。御質疑願います。 

○委員（江口是彦）ちょっとお尋ねいたします。

特に甑島の観光ってことが強調されて、観光客が

どんどん増加していく、宿泊客も５年後には

３０万人を目指して進められるということである

わけですけど。島民も含めて、やっぱり今どんど

ん観光客がふえてくるってことと、それがすぐ島

民の「わーい、よかったな」っていうのにつなが

らないっていう気持ちがあるんです。僕は、バラ

ンスのとれた施策でないと、観光客をどんどん送

り込めば地域が活性化するかっていうと、そうじ

ゃないような気がしてるんです。一つは、やっぱ

り受け入れ基盤の整備。単純にはトイレとか、ユ

ニークな看板とか、もちろんおもてなしの人の、

島民の啓蒙教育とかいうことも含めてですけど。

もちろん民宿の整備もです。今、民宿が－じゃ

あ今さっと３０万人来たとき－受け入れられる

かって言うと、なかなか大変だなっていう思いが。

もう民宿の経営者ってのは高齢化してますから、

ここで５年後はじゃあどうなってるか。一部の大

きなホテルとか、ホテルはもう島には少ないんで

すけど、そういうところだけが受け入れざるを得

なくなる時期が来るんじゃないか。これは民宿だ

けの問題じゃないんです。例えば、やっぱり地元

の－今度は国定公園化されますから、それに伴

ってやはり甑島のいいところ、文化とか、歴史と

か、そういうのをしっかり発信できるような拠点

づくりとか、例えば、鹿島あたりを中心にした恐

竜館とか、そういうことも含めてです。 

 それから、例えば離島医療の、ここがドクター

コトーのあれなんだっていう、そういうちょっと
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した情報を発信できるような整備とか、なかなか

私はうまく言えてませんけど。どんどん観光客が

ふえれば事足りるんじゃなくて、観光客に満足し

てもらえるような、喜んでもらえるような受け皿

整備を、もちろんトイレとか民宿とか、そういう

ハードも含めて、バランスいい施策をとっていく

必要があるんじゃないかなと。もう島は人口的に

どんどん疲弊してくのは見えてますから。さっ

き民宿の経営者のこと言いましたけど、５年後、

１０年後には民宿の維持が大変になるところが見

えてますから、そういうことを含めて何かバラン

スのとれた施策が必要になってくるのかなってい

う気がします。 

○商工観光部長（末永隆光）江口委員からあり

ましたとおり、我々も同じ思いを持っております。

今、高速船が就航して、甑島への個人観光客がふ

えております。同時に、島内の２次交通の問題で

ありますとか、食事、それからお土産の問題、そ

れから宿泊施設の問題など、受け入れ体制が課題

の部分がかなりございます。やはりこれを進めて

いくためには、ハード面、ソフト面の両方をきち

っと整備していかなきゃならないし、当然、島民

の皆さん方の意識をやはり変えていただくことが

最も大事な部分ではないかなと思っているところ

であります。民宿につきましては、トイレ、それ

から水回り等、ここ数年改修されるところも出て

まいりましたので、補助制度を活用していただい

て、受け入れ体制の整備拡充につなげていただき

たいと考えております。 

 それと、やはり高齢化も進んでいるということ

もございます。やはり高校がありませんので、中

学校を出たら外に出て、帰ってこないということ

もございますけれども、やはり、甑島において観

光産業を育て、その観光産業の裾野産業となって

いる農業とか水産業とか、そういったものの生業

を起こしながら、若い人たちが帰ってこれるよう

な島にするのが大事であると思ってます。 

 ことし、企画政策課のほうでツーリズム事業と

いうのをやっておりまして、甑島全体のツーリズ

ム、これは観光も文化も、いろんな面を含めてな

んですが。そういったものを進めております。甑

島で、来年度以降、具体的にどういうふうにして

甑島活性化するのかという点について、この観光

の部分においても具体的に事業を展開していきた

いと思います。国定公園も指定が間近でございま

すし、素材はたくさんございますので、そこに、

それらを磨き上げて、甑島にリピーターがふえる

ような取り組みを一生懸命取り組んでいきたいと

いうふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）今、素材に磨きをかけると

いう意味で、僕は今が一番いい時期だと思います。

来年の国定公園化等含めて、そういう意味で専門

家、例えば原口泉先生とか、これは今までもお力

添えをいただいてますけど。それか甑島を非常に

何度も来て、甑島の観光ボランティアを育ててく

ださった何隆太郎さんけ。（「東川」という者あ

り）ああいう方。そういう方々の力も、一番やっ

ぱりちょっと借りて、それで地元の島民も、知ら

ないことがいっぱいあるんですから、そういう甑

島の歴史や文化も、改めてしっかり島民も勉強で

きていくような、そういう事業も必要かなと。地

味な事業、そういう意味では外部の専門家なんか

の力を、これは水産業とか、そういう鹿大の水産

学部の教授なんかも非常に甑島の漁業に関心とい

うか、協力したいっていう教授もおられるようで

すので、そういう人たちの専門家の力も借りて、

何か島を育ててほしいなという気がします。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）関連ですけれども、やはり

国定公園化される前に、本当はこれが先行すべき、

江口委員が言われたのが先行すべきなんですよ。

例えば、おもてなしにしても、各民宿さんのおも

てなしにしても、旅館・ホテル、さらには運輸関

係の甑商船とか、いろいろ苦情もいただいており

ます。そういうことを考えたときに、まず国定公

園になる以前に、もうそちらが先行されていると。

おもてなしから。それから料理にしましても、有

名な料理人を呼んで、そして甑島の素材を生かし

て、生産物を生かしたものやら、それを先にして。

そしてもちろん設備も、トイレやら、お風呂もそ

うでしょうけど。そういうのは、もちろん金のか

かることですから、徐々にやっていかざるを得ん

かもしれんですけど。補助制度もですが、またリ

ピーターが来ることによって、利益が上がって、

投資ができる、そういう状況にさしていかなきゃ

ならない。そうしていくことによって、お客さん

方がふえていくと思います。ですから、まず今、

江口委員の御発言に対して、これは、逆に先行す

べきだと思います、それは。いろんな講習－お
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もてなし講習、料理講習、そして設備投資も含め

てですが、そういうこと。 

 それから、ちょっと付け加えて質問いたします

が。この宿泊者数というのは、例えば市内のこち

らから甑島に行ったのも宿泊者数に入っていると

思います。それから、市内同士の宿泊者も入って

るんじゃないかなと懸念されるんですが。それと

物産協会、このきやんせふるさと館の。こないだ

委員会で質問したところ、売り上げの５０％、六、

七十％が市外だと聞きましたが、そういうのも含

めたら、逆に市内の人、市内の業者が厳しい状況

に追い込まれることになるんじゃないかという懸

念があるわけです。ですから、その数字なんかも

よく振り分けてされるべきじゃないかなというこ

とを御提案申し上げます。これは恐らく、全部入

ってると思います。そこをちょっと教えてくださ

い。 

○商工観光部長（末永隆光）甑の受け入れ体制

を先行すべきではないかということでございます。

全くそのとおりでございまして、これまでも、ぽ

っちゃん計画の中で、いろんな先生方を講師とし

て呼んで、甑島でいろんな受け入れのおもてなし

の心、いろんな講習会もしてはいるんですが、な

かなか追いついてないのが現状でございます。来

年度このツーリズム事業の中で、より具体的にそ

ういったガイドも含めて地域でのおもてなしの講

習会とか、そういったものの研修も取り組んでま

いりたいと考えております。スキルアップに取り

組んでまいりたいと考えております。 

 宿泊者数につきましては、これは、甑島も本土

も含めた、これは観光客もビジネス客も含めた数

となっておりますので、そのように理解をしてい

ただきたいと思います。ビジネスと観光客の区分

けが、なかなか統計的にとれない部分があります

ので、それも含めた数字だというふうに御理解い

ただきたいと思います。 

 それから、観光物産協会による販売売り上げに

つきましては、５,３００万を１億６,０００万と

いう目標値を掲げておりますが、これについては、

物産協会の当然主催する－小売とか、それから

卸とか、あるいは県外で行う催事での部分も含め

た－売り上げの総額というふうになっておりま

すので。委員がおっしゃるように、地元の方々が

生産したものを預かって売るとか、どんどん紹介

して売るとかっていうことも含めてますので、地

元の業者さんの売り上げを減らす…。逆に、地元

の業者さんの売り上げを伸ばす形になってるとい

うふうに見込んでおりますから。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）それはいいことで、よくわ

かりますよ。地元の１次産業、２次産業、３次産

業を育てていく、これはいいことだと思います。

ただ、きやんせふるさと館も一応大きな中に入っ

てるもんですから。ですから、そういうところを、

全部売り上げにすれば、どんどん上がるかなと思

いますよ。ところがその中のパーセンテージを聞

いたところ、逆に市外が多いというわけですから、

それも含めてだとなれば、ちょっと矛盾があるん

じゃないかということが一つ。 

それと、やはり観光客の数にしても、地元同士

で行ってもそれは振り分けできないと、それはよ

くわかります。ですから、そこのところが本当だ

ったら、市内に来られた方が把握できたら一番い

いんですけど、なかなかそれが難しいだろうとは

思ってます。 

 そういうことを含めて、やはりはっきりそこを

調査をして、来客の方に住所を、もちろん宿泊す

る場合に住所を書かないかんようになっておりま

すので、そのようなのとしたら、よくわかると思

うんです。そういうことも含めて考えたら、数字

的にもまた違ってくるんじゃないかということを

申し上げたところでした。 

○商工観光部長（末永隆光）きやんせふるさと

館の売り上げにつきましては、この３番目の市内

の主な直売所等の販売額の中に入っておりますの

で、観光物産協会の分とは切り分けてさせていた

だいています。統計のあり方については、今後ま

た、大きな課題ですので、研究させていただきた

いと思います。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）今の主な直売所、９施設

っていうのを、できたら備考欄に、どこを対象さ

れてるとか示していただければ、ありがたいなと

いうふうに思います。それと、恐らく観光ってい

うことでは相当力を入れて、いろんなところの観

光がふえていくだろうと思うんですけども、ここ

に書いてあります４番目の高速船甑島を利用した

甑島観光ラインのプロモーションっていうことで

書いてあるんですが。非常に、私、心配してるの

は、甑島の橋が完成したときに、高速船を利用す
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るよりも自分の車で串木野からフェリーで渡って、

自分の車で甑島を観光するという人たちが相当ふ

えてくるんじゃなかろうかなという心配をしてる

んですが。この高速船甑島をそのときにも、結構

今でも料金高いというふうに言われてますんで、

それが減らない－橋がかかった後、自分の車で

フェリーを使って行くということに対する防御体

制－というのは何か考えながら、この高速船を

利用するということは考えられてるんでしょうか。 

○商工観光部長（末永隆光）９施設につきまし

ては、また注釈でさせていただきたいと思います。 

 甑島観光ラインについてのお尋ねでございます

が、橋がかかった場合、当然、里から手打まで約

５０キロ。これを１周するとかなり見ごたえのあ

る観光ルートになると思っておりますので、車で

フェリーを使って行かれる分で観光客がふえる分

はそれで、私はいいと思います。 

 高速船につきましては、いろんな観光物産協会

がユニット商品とか、というのを用意して、鹿児

島とか県外からのお客様を甑島に来ていただくよ

うな、そういった商品もつくっておりますし、そ

れからＪＲと一緒に組む連絡切符というのも、今、

検討進めております。実施できる方向で今、取り

組んでおりますので、高速船を使って行かれると

いうのは、恐らく県外からのお客様が多いのでは

ないかと思いますので。そういった商品づくりを

進めながら、高速船の利用者を減らさない手法、

そういったものも考えていきたいと思ってるとこ

であります。 

○委員（成川幸太郎）一つちょっと心配してる

のは、前からいろんな人が質問して、料金が高い、

もうちょっと割引とか、暇なときの割引はできな

いのかっていうときに、国の補助事業であって、

国に認可を受けないと料金は変えられないと。今

でも提案されてる日帰りの部分についても、結構、

割高な旅行なんです。本土内で北九州とか、バス

旅行、日帰りでしても、あの価格よりずっと割安

でいろんな観光地ができる、結構、割高な日帰り

旅行になってると。そこら辺に対する対策ちゅう

のは、今後取れる可能性あるんでしょうか。 

○商工観光部長（末永隆光）本年度につきまし

ても、甑島商船のほうが就航した４月、５月、

６月、３箇月間は、料金を割り引いた形でのツ

アーでありますとか、あるいは、夏から始めまし

た周遊割引っていうことで、甑島におりない船に

乗るだけの割安の切符とか、それから、先ほど言

いましたＪＲの切符もその船の運賃を割り引いた

形でのそういった周遊切符になっておりますので、

こういった商品を、割り引いた商品をそろえるこ

とで利用者をふやしていきたいと考えております。 

○委員（福田俊一郎）一通り拝見させていただ

く中で、観光シティセールス、その観光プロモー

ションについては、国内向けの政策になっている

のかなというふうに見るわけですけれども。６年

後には東京オリンピックが開催されるわけで、や

っぱり上期の５年間の中で、その６年後の東京オ

リンピックをターゲットに据えた政策もあってい

いんではないかなというふうに思ってます。国の

ほうも、今より１,０００万人ほどの外国からの観

光客を呼ぶということで、プロジェクトジャパン

というような大きなプロジェクトも推進している

わけですから、せっかく東京でそういった国をあ

げての大イベントがある中で、薩摩川内市もそれ

を念頭に置いた政策推進をやはりしっかりとして

いくことが肝要ではないかなと。 

したがって、国内の日本人に対する観光ばかり

でなく、この５年間はやはり外国人に対する、そ

ういった方々の誘客についても、政策として策定

していく必要があるんじゃないかなというふうに

思います。また、新幹線などの高速体系網も整備

されておりますし、格安の航空会社もどんどんで

きてきている中で、決して東京と鹿児島が遠い距

離にあるとは思えなくなっている状況です。例え

ば藺牟田池など、ラムサール条約で指定された、

こういったまれな人の手に染まっていない沼地な

ど－世界でも余りないそうですし。そういった

意味では、外国の方々がこういったラムサール条

約の池があるよと、沼地があるよということであ

れば、十分来てくれるような、そういう期待も持

てるところですので。そして何よりも一番外国の

方々が来られて、こういった方々に情報発信をす

るちゅうことは、世界に発信するちゅうことです

から、まさに薩摩川内市のシティセールスを国内

だけでなく世界に発信する、そういういい機会に

なろうかと思いますので、この施策３については、

そういったオリンピックを見据えたような５年間

の計画も策定していってもらいたいなと思ったと

ころです。何かありましたら。 

○商工観光部長（末永隆光）先日、今年度外国

人の観光客数が発表されまして、１年かからない
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うちに１,０００万を突破したということが出てお

りました。国のほうでは、年間２,０００万人を目

指すという目標も掲げられております。本市の場

合も、施策３の現状と課題の③のところにも書い

てございますが、外国人旅行客の受け入れ体制を

充実させなければならないと考えております。特

に今から肥薩おれんじ鉄道もインバウンドにおい

て、台湾とか、そういうところからもふえており

ますので、こういったところとの広域連携を進め

たいというふうに考えております。 

 それと、これまた別のところにもある、港湾の

ところにも出てくるんですけれども、クルーズ船

の誘致につきましても、研究するというふうにい

たしておりますので、これについても、インバウ

ンドとあわせて研究を進めていきたいというふう

に考えております。 

 以上です。 

○委員（福田俊一郎）そういった考えがおあり

であるのであれば、やはりこの上期の基本計画の

中にもしっかりと、そういうオリンピックという

文字等も示して、そういう関係職員全員上げて、

そういうふうに取り組めるような士気の発揚にな

るような形の基本計画にしてほしいなと思います。 

○委員（森満 晃）関連しまして、この国内外

の観光客の受け入れ、これからそのまま５年かけ

て、市だとか、観光物産協会だとか、あるいはそ

ういう観光の事業者だとか、そういう部分につい

ては、多分、今後いろんな情報を発信だとか、宣

伝をされていかれると思うんですけども。本市に

いる市民が薩摩川内市のよさっていうものを－

ほんとに、いろんな歴史だとか文化があって、そ

ういった地元から、一般の方が「薩摩川内市はこ

こがいいんだよ」というような－発信の部分と

いうのが、非常に少ないんじゃないかなと。私な

んかは、地元で学校が閉校してコミュニティビジ

ネスということで、分校めぐりと、先ほど話があ

りました東川隆太郎さんに来ていただいて説明を

受けると、地元にこんな歴史があるんだと改めて

再認識して。そして地域の方々はこの間も３０数

名ですが、来ていただいて、そこのもてなしと。

そうするとやっぱり地元の勉強をして、自分たち

の地元のこういう歴史があるんだと。それを大き

く薩摩川内市と考えた中で、今後５年間、今後

先々もそうなんでしょうけども、地元がほんとに

薩摩川内市はこれだけすばらしいんだという、そ

の意識の向上というか、そういう部分を何か発信

していかないと。業者だけでは、なかなか口コミ

というか、難しいのかなと思うんですけど、そう

いう点で何かお考えがありましたら、お願いしま

す。 

○商工観光部長（末永隆光）森満委員が言われ

たとおり、やはり合併して、さまざまな本市の観

光素材、文化面も含めて、イベントも含めてある

と思います。それのよさをやっぱり市民が再認識

することが非常に大事になってくると思います。

そこで、市民と行政の役割分担の「（市民）」のと

ころに、「観光おもてなしの心づくりと口コミによ

る宣伝活動」ということが書かれておるんですが、

この中に、市民が再認識するようなものは何か、

表現ができたらなというふうに思っておりますの

で、ちょっと考えてみたいと思います。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ。施策の方向

性の④の２行目に、「歴史・文化やスポーツ観光を

含めた旅行誘客や販路拡大につながるセールスを

推進します」とあります。今までも、いろいろと

現場の職員がとまどっておられる部分がある。 

というのが、要は、後段の計画の教育の部分を

見たときに、歴史と文化というのは、この教育の

取り組みとセールスは区分けをした考え方が載っ

ているので、これは少し歴史と文化については理

解できます。ただ、このスポーツ観光の部分につ

いては、この計画の中で、４８ページにスポーツ

振興による地域の活性化ということで、交流人口

の拡大を教育文化の中でもうたってるんです。ス

ポーツのイベント等を通じて交流人口の拡大とい

うのを教育の中に上げてる部分と、この観光の部

分とがダブってる部分があるというふうに私は認

識をしております。 

ですから、ここの区分けをきちんと考えないと、

いわゆるスポーツはスポーツビジネスと今言われ

て、スポーツが収益ビジネスになるという考え方

がありますから、観光の範疇で進めていくのか、

教育の分野で進めていくのかというのをきちんと、

ある程度線引きをしておかないと、また今後、計

画を推進する上において庁内の中で非常に進めに

くくなる部分があろうかと思っております。今の、

この提示された計画の中では、歴史と文化はわか

ります。ただ、スポーツは４８ページにも交流人

口の増加をうたってありますので、ここらあたり
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をちょっと整理をしておかれたほうがいいのかな

と思うところでした。 

○企画政策課長（上大迫修）企画のほうからで

すが、小田原委員御指摘の部分は、４７ページ、

４８ページの、特にスポーツ振興による地域活性

化といった部分が教育の分野に書かれているが、

観光シティセールスのほうとの整理はついている

のかということなんですが。整理をした上で記述

したつもりでおります。特に教育の部分について、

スポーツへの取り組みを通じて交流人口をふやす

っていうのは、教育サイドの教育施策のほうでの

テリトリーの中に入れるんですけれども、特に合

宿でありますとか、スポーツの観光利用の部分に

ついては、観光セクションのほうできちっとやる

というような整理をつけてこの表現にさせていた

だきました。わかりにくい部分等については、さ

らに表現の検討いたしますが、通常のスポーツを

通じた交流という部分については、スポーツのほ

うで書いてあります、地域活性化とともに。観光

産業に関して、その誘致をして、地域の経済が回

るといった部分、直接的に働きかけるといった部

分は、観光シティセールスの、こちらのほうで書

かせていただいた整理となっているというふうに

御理解いただければと思います。 

○委員（小田原勇次郎）今の課長の御説明でも

なかなか区分が非常に難しく。ですから、一つの

事業ごとによって、これはスポーツの観光として

やる部分なのか、教育的範疇でやるべき部分なの

かという部分については、しっかり明確なある程

度のいわゆる目的性を明確にするという部分がな

いと、予算の執行についてもまた問題が出てきま

すので、そこらあたりは十分に御配慮をお願いし

たいと思います。 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 これで、施策３を終わります。 

 以上で、政策３に基づく基本計画の各施策の審

査が終わりました。 

 次から、政策４に基づく基本計画の各施策に入

りたいと思います。 

────────────── 

   △政策４ 社会基盤安全と利便性の質を高

めるまちづくり 

○委員長（持原秀行）それでは、政策４に基づ

く基本計画の施策１について当局に説明を求めま

す。 

○企画政策課長（上大迫修）資料は２７ページ、

２８ページでございます。 

 政策４、「社会基盤安全と利便性の質を高めるま

ちづくり」に移ります。 

 まず、その中の施策１、「災害に強い防災基盤の

整備」でございます。現状と課題のところにおき

まして、大きく二つでございますが、現状のほう

から説明申し上げます。災害を未然に防ぐための

防災地区の整備は積極的に推進してきていること、

特に市街部改修等におきます継続的な事業の展開

及び住宅と浸水を防ぐためのポンプ施設の整備が

進められてきていること、加えて、近年、津波等

の災害に対しまして、看板の設置でありますとか、

避難所等の整備が行われてきていること、さらに

治山や砂防等の事業、急傾斜地の事業が実施され

ている。また、防災行政無線のデジタル化に伴う

こと、全戸への配布といったこともしております

が、今後につきましても、一定程度の施設整備が

進んでいるとはいえ、河川改修につきましては、

引き続き直視していくことが必要である。それと、

局地的な災害など、特異な災害に備えた防災施設

の機能強化といったものが求められること、さら

には、災害時の避難所におきます生活を可能とす

るような環境、ソフト、ハード的な部分の対策が

求められるというふうに整備をいたしました。加

えまして、同時に既存の防災施設を適正に維持更

新していくことが求められておりますし、災害危

険箇所等につきましての解消を図っていくという

ことが地域における課題といたしました。 

 このため、右側の施策展開につきまして、二つ。

防災施設等の整備におきましては、五つ整理をし

ておりますが、河川改修に関しまして、市街部改

修については、右岸大小路地区での引堤工事のほ

うが継続実施していくこと、また、左岸の天辰地

区につきましては、区画整理と一体となった河川

改修を進めること、同時に、市内におきます危険

箇所の河川改修を促進するということを第１項目

として書いてございます。二つ目につきましては、

市街地におきます浸水対策において内水排除施設

の整備を促進し、都市下水路や、排水路の適切な

維持を図っていくことといたします。三つ目につ

きまして、災害時の緊急輸送路となります県道、

市道等におきまして、適宜適切に改良や整備に取

り組むことといたします。さらに、津波発生時お

きます効率的な避難を可能にするためには、身近
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な部分で避難路の整備を促進、推進していくこと

といたします。さらに、最後の項になっておりま

すが、避難時におきまして、情報収集、また発信、

物資やトイレ等の生活環境の整備など、防災機能

を強化していくことがさらに求められるというこ

とで、その取り組みを示しております。 

 二つ目に予防対策事業としまして、課題のとこ

ろにも記載させていただきましたが、後段部分で

ございます。災害危険箇所の把握、及びその対策

としての急傾斜地崩壊対策などの事業など、未然

防止に努めるとともに、がけ地に近接します住宅

の移転等を促進してまいりたいというふうに考え

てございます。 

 目指すべき姿は、左下でございますが、防災に

対する施設等が整い、安心感が増している状態、

このような状態をこの施策の中では目標点としま

す。このため、成果指標、目標値は、注釈下段に

ございますが、内水対策中期ビジョンの進捗状況

を現状４％、まだ緒についておりませんが、緒に

つけて、目標値を計画の進捗として６０％まで持

っていくこと、また市民アンケートにつきまして

は、災害に強いまちだと感じる市民の割合や安心

を調査をいたしまして、その引き上げを図ってい

きたいというふうにいたします。 

 右側の役割分担の部分でございますが、市民の

皆様方に対しましては、「（市民）」につきましては、

防災対策の重要性を相互に理解しましょうという

こと。それと日ごろから災害危険箇所や避難所等

の情報に触れ、確認いたしましょう。「（事業者）」

につきましては、災害発生時に事業継続につきま

しての考え方をまとめていただきたい、検討いた

だきたい。「（地域団体）」につきましても、地域に

おける避難所の運営につきまして議論を交わして

いただきたいというような部分がございます。 

行政といたしましては、災害に強いインフラの

整備とともに、災害箇所等の復旧に取り組んでま

いりますということを役割分担として明記させて

いただいたところでございます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑を行います。御質疑を願います。 

○委員（井上勝博）災害に強い防災基盤の整備

の中に、原子力防災については一言も触れてない

というのは、どういうことなのかということをお

尋ねします。 

○危機管理監（新屋義文）原子力に関するハー

ド整備については、現在まさに行っているところ

でございます。例えば、屋内退避施設の整備、そ

れと道路関係についても、要望に基づいて、今後、

整備していかなければならないという喫緊の課題

ということで、取り組んでいくという部分で、こ

の５年間の前期の基本計画の分については、現在

のところ記載をしておりません。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）これ５年間の計画なわけで、

５年間の中では少なくともどうするかという基本

的な考え方っていうのは入っていないと、これは

市民から見れば、一番今、関心が強い問題なのに、

まちづくりの計画の中にはないというのは、市民

はやっぱり奇異に感じるのではないかと思うんで

すが、どうなんでしょうか。 

○危機管理監（新屋義文）まちづくりの関係で

ございますが、基本的な考え方については、政策

２の施策１、１１ページのほうで基本的な考え方

については記載をし、取り組んでいくということ

で考えております。例えば、原子力安全対策の推

進とか、総合救急体制、これについては、全て原

子力等々含んでの対策をしていくという考え方を

求めております。今回、こちらはハード面の整備

でございますが、例えば、道路にしろ、災害とい

う部分での考え方、原子力に特化するんではなく

て、全体的な対応ということでの記載ということ

で、今のところは方向性のところに記載をしてる

ところでございます。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）わかりました。政策２の施

策１の中で触れてあるので、ここではふれてない

ということなんですが。しかし、何か災害に強い

防災基盤の整備っていう項目を、やっぱりまちづ

くり計画の中で、社会基盤っていうところである

んじゃないだろうかって、市民は思うんじゃない

かなと思うんです。政策４のところに入るんでは

ないかと思うんですよね。だから、ちょっと何か

それが一言も触れてないのは、そういうことで考

えられてるんであれば、それはそれでいいと思い

ますが。あと、津波発生時の問題で、津波発生を

した場合に、ここは避難してはいけませんという

ところが何箇所かありますよね。津波発生のとき

はここではありませんと。高台に向かってくださ
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いという。そういう高台って言った場合に、方向

性としては、示されてはいるものの、果たして本

当に住民の方々が、高台って言っても、漠然とし

ているんではないかなと。どこに逃げるというふ

うになるのか、高台っていう表現でいいんだろう

かという気がするんです。そういうところが結構

多いんじゃないかと思うんですが、その辺の津波

対策については、どのようにお考えなんですか。 

○危機管理監（新屋義文）高台への避難を、垂

直的に逃げていただくというのが津波災害への対

応ということですが。例えば、甑島も含め、沿岸

地域については、各地域でどこに逃げますという

部分を検討していただいて、それについて津波ハ

ザードマップのほうに津波避難場所というふうに

明記をさせていただいて、例えば訓練をしたとこ

ろもございますが。そういう形で対応させていた

だいているところでございます。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）細かい問題なので、ここで

は余り言いませんけれども。ただ津波避難所とい

うふうに指定されている場合もあるけれども、全

部そうなっているんですか。そうはなってないん

じゃないですか。 

○危機管理監（新屋義文）一般災害の避難所の

種類ですけれども、一般災害で、例えば台風、大

雨で避難する場所、それと地震災害時に避難する

先ほどの施設、避難所という施設、それと地震、

津波で避難をしていただく場所、広場等について

は、それぞれ区別して指定をしてあるということ

で御認識いただきたいと思います。 

○委員（井上勝博）そういうふうに、この地域

については、そういうふうにどこに逃げるかとい

うことが明確になっていると。単なる高台という

ことじゃなくて明確になっているという理解でい

いんですね。 

○危機管理監（新屋義文）甑島及び沿岸地区に

ついては、津波等についての避難場所という部分

については、地域で場所を指定していただいて、

それも地図に入れながら、対応していただいてる

ところでございます。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）甑島地域はそうなってると。

しかし、川内川流域というところではどうなって

ますか。 

○危機管理監（新屋義文）西方、湯田、水引、

寄田、滄浪、高江、峰山、その地区については、

指定をさせていただいております。川内川流域と

言いまして、例えば亀山とかございますが、例え

ば、今、津波避難ビルとか、高台垂直避難という

部分での啓発はしていかないといけないというこ

とで考えております。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかに。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で施策１を終わります。 

 次に、施策２について当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）資料は２９ページ、

３０ページでございます。 

 施策２、「快適な住環境と利便性の高い市街地の

整備及び保全」でございます。現状と課題でござ

います。 

 ①におきまして、区画整理事業を実施した駅周

辺地区では、駅東ではと書いてございますが、事

業は進んでいるというふうに御理解ください。中

心市街部におきましては、今後とも上川内、永利、

隈之城など、中心市街地の周辺部での店舗進出等

をにらみながらも、バランスのとれた住環境を確

保していくことが必要であるというふうに捉えて

おります。 

 二つ目の他地域につきましては、人口の減少や

高齢化等に伴います居住人口の減少などから、良

好な居住環境が確保できなく、維持できなくなる

おそれがあるということを懸念材料として記述。 

 ③の部分について、それぞれの地域の居住環境

を維持可能にし、充実していくためにということ

で記述してございますが、その２行目におきまし

て、都市機能の配置の問題、また土地基盤施設の

整備の問題等がございます。加えまして、地域で

支え合い、地域での支えなど、活動や環境、エネ

ルギー等に配慮し、ＩＣＴを活用したさまざまな

サービス提供も含め、これらを施設機能サービス

といった一体的に捉えた住環境の整備を図ってい

く必要があるというふうに捉えております。「ま

た」からの記述でございますが、今後の市街地形

成を見据えて公営住宅等の供給のほか、資産とし

ての既存住宅の利活用や地域環境に影響を及ぼす

空き家の適正管理、解体等が求められることも課

題としてございます。 

 四つ目の定住施策につきまして、いろんな幅広
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い施策になりますが、それぞれの地域での暮らし

方をトータルとして提案していく形での定住施策

が必要ではないかというふうにしたところでござ

います。 

右側の施策の方向性でございます。四つ。中心

市街地におきまして、まず向田地区におきまして

は、民間活力によります土地活用を図り、商業機

能の集積等を促すことが必要となっていることか

ら、建ぺい率や容積率の見直し等を検討し、利便

性の高いコンパクトな市街地形成を図っていく必

要があると、それを進めていくということを施策

の方向性といたしました。駅東市有地等につきま

しては、民間活力による土地活用を図ること、ま

た、中心市街地全体におきましては、病院、福祉

施設、住宅などの施設を地域内に導入するような

方策を検討、研究すべきというふうに整理してお

ります。 

 二つ目の市街地の整備ということで、中心市街

地以外というような捉え方を持っていただいてよ

ろしいかと思いますが、天辰第一地区及び入来温

泉場地区での区画整理事業が引き続き展開。天辰

第二地区につきましては、河川改修と一体となっ

た区画整理に着手することを。二つ目については、

それぞれの地域と連携をとりながら、市民ニーズ

に対応し、安心して快適な生活ができる都市基盤

の整備を市街地と全体として進める必要があると

いうふうに整理をいたしております。 

 三つ目、住環境の保全の部分でございます。先

ほども話題になりましたが、住環境の保全という

観点から、既存住宅の耐震化等を積極的に支援し

ていくこと、二つ目に空き家の修繕に対しまして

適正管理を促す一方、自らの解体等についても支

援する施策を。 

四つ目の定住対策につきましては、三つでござ

いますが、移定住に関するトータルとしての提案

という意味も含めて、情報の提供を強化していく

こと。それと実際に地域の特色や環境を見て体験

していただくような移定住体験事業等を展開して

いくこと。三つ目には、空き家バンク等を利用し

た住宅情報の提供及び転入等に関しましての住宅

の取得及びリフォームに対する支援を引き続き展

開していくことを示しております。 

 左下の目指すべき姿、基本目標は、地域の豊か

さや利便性を享受して生活している、要するに快

適な住環境、利便性の高い市街地としての豊かさ

や利便性を享受して生活しているということにい

たしております。 

このため、成果指標、目標値については、定性

的な部分になりますが、市民アンケート調査によ

りまして、現在住んでいる地域の居住環境に満足

している市民の方々の割合を伸ばしていくことが

必要というふうに考えております。 

 右側の役割分担でございますが、市民の皆様の

部分でございます。（市民）の部分では、建築物や

土地等を適正に管理していただきたい。生活環境

の美化に取り組みましょうということを書いてご

ざいます。（事業者）は、誰でもが利用しやすいよ

うな店づくり、（地域団体）におきましては、商店

街や地区の魅力創出に地域のメンバーとして取り

組んでいただくこと、安全・安心な生活環境を保

ち続けることの協力を。それと、それぞれの地域

にふさわしい住環境ということについてかかわっ

てくださいということを書いてございます。 

行政の部分につきましては、良好な住環境づく

りを行うための補助制度による支援及び積極的な

情報提供を行いますし、適正な土地利用を促す作

業、それと、都市基盤整備を進めるという作業が

その役割として記述させていただいたところでご

ざいます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたが、ここで休憩いたしたいと思います。

再開はおおむね１時とします。 

       ～～～～～～～～～～ 

       午前１１時５８分休憩 

       ～～～～～～～～～～ 

       午後 １時   開議 

       ～～～～～～～～～～ 

○委員長（持原秀行）それでは午前に引き続い

て会議を再開いたします。 

 先ほど、企画政策課長の説明がありましたので、

これより質疑を行いたいと思います。御質疑願い

ます。 

○委員（小田原勇次郎）この成川委員がずっと

おっしゃっておられた空き家対策の部分について、

もう参議院を法案が通ったような話も聞きました

ので。今後５年間で－きのう参議院のほうも通っ

たのかな、参議院を通ったというふうに情報が入

りましたから。今後また営々とこの５年間で、進

めていかれるのに加速がつくであろうなというふ
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うに予見されますが、そういう認識でよろしいで

しょうか。 

○企画政策部長（永田一廣）空き家関係の御質

問ですが、これまでもこの１年間、定例会の中で

本市の取り組みを進めて、説明してまいりました。

経過をいいますと、国の法案成立を待って条例を

制定をという考えもあったんですけれども、条例

制定までは至っておりません。 

 しかしながら、空き家の管理、あるいは利活用

という視点から関係部署によって、この４月から

新年度の事業を立ち上げてきております。したが

いまして国の法案が成立したということですので、

その内容も精査しながら本市の条例の中にどんな

形で取り組めれるか、そこら辺を見極めながら進

めていくことになろうかと思います。 

○委員（井上勝博）やっぱり、ここで定住の場

合を考えた場合に、人口減少とか、市外に出て行

くということも対策が重要なわけですが。やはり

地域ごとにやっぱり過疎が急速に進むところとか

いうのもあるわけですので、その地域に住んでい

ても、どこでもやっぱり住民サービスをきちっと

受けられるというそういうものが、どこかでか位

置づけられているのかなと、ここの部分ではそう

いう市内と市外の定住関係なのかなと思うんです

が、そこら辺の考え方はどうなんですか。 

○企画政策課長（上大迫修）定住の問題だけで

はなくて、ちょっと幅広い質問だったかと思いま

すけども。市内のそれぞれの地域で必要なサービ

スが受けられる、受けれるようにしていくってい

う考え方は、基本構想の地域のゾーニングのその

構成イメージの中でそれぞれの施策でしておりま

すので、それらを踏まえて、読み取れるように基

本計画に書いたつもりでおりますので、地域の実

情に鑑みて、どのような手順でいくべきなのかっ

ていうのは実際の作業の中で取り組まさせていた

だきたいと思います。 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策２を終わります。 

 次に施策３について説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）資料３１ページ、

３２ページ、施策３、「発展を支える公共交通ネッ

トワークの整備」について説明申し上げます。 

 施策の構成は、現状と課題に対応しております

ので、施策の方向性の部分から課題のほうイメー

ジしていただきたいということで、説明のほうを

スピーディーにさせていただきたいと思います。 

 施策の方向性①、串木野・川内～甑島航路の維

持と促進につきましては、高速船の利便性、サー

ビスの向上及び利用促進を図ること、フェリーの

生活航路としての維持確保を図る意味からも交流

人口、物流の拡大を図る航路の利用促進を図って

いくことといたします。 

 ②の陸上交通の利便性の向上と効率的運用につ

きましては、交通空白地域の解消でありますとか、

利便性の向上のため、デマンド運行の導入や条件

付運行の導入など研究導入を図ってまいります。

二つ目に、民間バス及び市のコミュニティバスに

つきましては、相互のダイヤ連携を図るなど利用

促進に努めてまいります。 

三つ目、鉄道交通の利用促進につきまして、ま

ず、肥薩おれんじ鉄道に関しましては、引き続き

経営支援を行うことがトータルとして必要である

というふうに考えてまいります。このため、県及

び沿線３市で協力し、その利用促進を図る手立て

を講じたいというふうに考えます。新幹線につき

ましては、観光誘客を含め、利用の促進を図る施

策が必要ということで更新といたします。 

 四つ目の総合的な公共交通の連携と強化につい

てでございますが、鉄道、バス、船舶のこの地域

における総合的な公共ネットワークの構築を進め

てまいります。また、甑島地域につきましては、

藺牟田瀬戸架橋に伴います交通の変化及びこれに

対応するためのネットワークの再構築を図るとい

うふうにしております。 

 目指すべき姿は、市内全域において適切な交通

移動手段が提供できているようにしたいというふ

うに考えており、指標と目標につきましては、ま

ず一つ目でございます。地域公共交通の利用につ

きましては、高速船、フェリー、コミュニティバ

ス、それぞれにおいてその目標を掲げます。 

 また、市民の皆様の定性的な考え方としまして、

「日常生活で移動に不便していますか」という問

いに対して、「不自由している」という、不便に感

じておられる割合を下げていく方向性といたしま

す。 

 役割分担につきまして、それぞれ記載しており

ますが、特に行政の役割の分について説明申し上

げますが、必要な公共交通をきちっと確保すると

いうことと、公共交通の維持改善に向けた提案で

ありますとか、利用の促進を図っていくことをそ
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の責務とし、お示ししたいというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま説明がありまし

たので、これより質疑を行います。御質疑を願い

ます。 

○委員（井上勝博）コミュニティバスについて

は、やっぱりいろいろ交通弱者の方々が使われて

いらっしゃるわけで、いろいろ要望があるわけで

すね。それで、デマンド運行が導入されてきてい

るわけですが、このデマンド運行の導入が本当に

いいのかどうかということについて、メリット、

デメリットを、やっぱり整理して市民に示し、導

入を促進したほうがいいのか、それとも、そのデ

メリットの解決のほうを早くしなくちゃいけない

のか、そこら辺、やっぱり考えながらやらなきゃ

いけないと思うんですが。今、入来と東郷ですか、

祁答院もしてるんですかね。そういうふうに地域

ごとに少しずつ進めているみたいですけれども。

もし、デマンド運行のほうがうまくいってるとい

うことであるならば、やっぱり樋脇地域などにも

導入を急ぐ必要があるのかなと思うんですが。デ

マンド運行のデメリットっていうのは、時間的に、

時間がちゃんと守れないという面があるんだと聞

いてるんですが、そこら辺のデメリットはどのよ

うに住民から受けとめられていらっしゃいますか。 

○商工観光部長（末永隆光）デマンド交通に対

してのデメリットということでは、今おっしゃっ

たように事前予約制になります。そういうことで、

ちょっと面倒な点が出てくるんですけども。それ

と、定時・定路線という通常のバスからすると、

その辺が時間がきちっとできないという部分もあ

りますけど。そういったデメリット以上に私ども

は入来、東郷、それから甑の一部もやっておりま

すけれども、やはりまず経費面からいきますと、

デマンド交通にしたことで、経費が２割から３割

削減されております。こういった経費面のメリッ

トもございますし、それとドア・ツー・ドアとい

う考え方で、細い道路、幅員の狭い道路を入って

いけますし、今までは長い距離を歩いてバス停ま

で行かれた方も、大変短くて済むという、高齢者

対策にもなっております。 

 そういった交通空白地をつくらないという観点

からしますと、やはりメリットのほうが大きいと

思っておりますので、今後、来年度は祁答院に導

入したいというふうに考えてますし、その後樋脇

地域にも導入を検討してまいりたいと考えている

ところです。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）利用者数はふえる傾向なん

ですか、デマンド交通。 

○商工観光部長（末永隆光）まず、入来地域に

つきましては、導入当初は、若干、数が減ったん

ですけど。自治会等を通じまして、高齢者サロン

等を通じてＰＲをした結果、当初は月に約

２００名程度だったのが、平成２６年度に入りま

すと、これは３００人までふえています、１.５倍

になっているということです。 

 それから、東郷地域につきましても、最初減っ

たんですが、その後回復しております。これも、

当初は月３７０人であったものが、平成２６年度

になりますと、５２０人を超えてきてますので、

最初は、若干減るんですけども、やはり高齢者の

皆様方を中心に普及啓発に努めた結果、ふえてい

く傾向にあります。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ。いわゆるこ

の交通弱者に対する、いわゆる交通網の管理とい

う施策そのものについては非常に理解を示すもの

であります。ただ、今の、この交通弱者に対する、

いわゆる行政の考え方として極端な言い方をすれ

ば、いわゆる受益者の負担を定額制の考え方が非

常に強い部分があります。 

 定額制にしたときに、例えば、いろいろ距離に

関わるいろんな行政経費、距離にかかって、当然

いわゆる公共交通の場合は料金設定は距離とか、

そういうものによって単価が変わってくるわけで

す。そこあたりの考え方も、ある程度導入してい

かなければ、バスはバスとしていいんですけれど

も、極端な言い方をすれば肥薩おれんじ鉄道の利

活用を図る際に、肥薩おれんじ鉄道が走っている

この沿線のバスに市が補助金を出して定額制で走

らせた場合に、お客様は絶対安いほうに走ります。

いつまでたっても肥薩おれんじ鉄道の利用者はふ

えないという部分もあります。そこらあたりの部

分も加味しながら、料金設定という部分を図って

いかなければ。片や、コミュニティバスを走らす、

片や、おれんじ鉄道の利用促進を図る。そこに非

常に矛盾が発生していくような気も、これは監査

でもちょっと議論をしたところではありました。 

 ですから、そこらあたりを今すぐというわけで
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はないんですが、やっぱり遠方の方々、定額制に

していただくのはすごくありがたいことではあろ

うかと思いますけれども。いわゆるかかる経費部

分、公共交通機関はそういう定額料金制ではあり

ませんから、そこらあたりの考え方もある程度、

今後、考えていく必要があるのかもしれないなと

思ってるんですが。そこあたりについて御見解あ

りますか。 

○商工観光部長（末永隆光）公共交通を進める

上での効率性と利便性と、両面あるんですけども。

これについては、実は交通政策基本法というのが

平成２５年の１２月に施行されました。今年度に

入りまして地域公共交通活性化再生法が改正をさ

れました。その中で日常生活に必要不可欠な交通

手段の確保、それからまちづくりの観点からの交

通施策の促進、関係者相互間の連携と協働という

のが、大きく三つ示されています。 

 そういう中で、今後、地方公共団体において、

地域公共交通網形成計画というのを策定しなけれ

ばならないということが決まっております。これ

については、来年度以降、これに取り組んでいろ

んな調査、現在の地域公共交通のバス、それから

船、これは公共交通も含めてなんですけども。そ

ういったのを、現状をきちっと調査しながら、今

後の地域公共交通のあり方を再度構築しなきゃな

らないということでございますので、その中でそ

の肥薩おれんじ鉄道の関係、あるいはバスの運賃

とか、あるいはダイヤの関係とか、合併後、距離

が長いもんですからシャトルバスを運行させてる

んですが、そのシャトルバスとの連絡という部分

も、まだまだ効率化しなきゃならない部分もあり

ますので、そういったものを含めて、来年度以降

検討してまいります。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策３を終わります。 

 次に、施策４について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）資料は３３ページ、

３４ページ施策４、「利便性の高い道路の整備」で

ございます。 

 先ほどと同じように、施策の方向性から説明申

し上げます。 

 ①で、適切な維持管理等の促進というふうにし

てございます。四つの柱がございますが、道路パ

トロールによる点検でありますとか、情報収集に

よる早期の発見に努めるとともに、そのような道

路情報に関しての提供及び安全対策のスピーデ

ィーな対応を図っていくという日ごろの住民の

方々からの苦情でありますとか、情報提供に対し

てすぐに対応していくということが第一の取り組

み事由にいたしております。加えまして、災害等

のこともございますので、適正な維持管理重点に

つきまして、特に橋梁の計画的な修繕等に進めて

まいりますし、国、県道におきまして、その適正

な維持管理を要請するということを明記させてい

ただきました。加えまして、三つ目につきまして

は、児童生徒を始めとする歩行者等の安全対策と

しての交通安全施設等の整備を進めてまいります。

四つ目には、道路を使って各施設等への移動なり、

交通ってのがありますので、必要な公共サイン等

との整備を道路情報という形の環境整備の中で進

めていくというふうにいたしております。 

 二つ目に、市道等の整備、これは直接的な整備

でございますが、市街部の道路骨格を形成する部

分等を含めて、都市機能を補完するための都市計

画道路を積極的に整備してまいります。 

 また、都市区画整理事業区域内におきましては、

事業区域と他の地域と連絡する幹線及び地区内の

道路の整備を進めてまいります。 

 最後に書いてございますが、特に、市民の生活

に直結した地域間の連絡道路や、地域内の道路に

つきまして、その安全性を高めた整備を進めてま

いりますようといたしております。 

 最後に③の、国、県道の整備促進につきまして

は、自動車道において水引インターから阿久根イ

ンター間の早期整備及びインターチェンジへのア

クセス等の整備といったことを促進してまいりま

す。二つ目には、甑島地域における課題でござい

ますが、一般県道鹿島上甑線、藺牟田瀬戸架橋の

整備を引き続き促進いたします。加えまして、地

域内における県道について、市道、国道と一体的

な道路網が整備されるよう促進してまいりたいと

いうふうにしております。 

 このため、左下の目指すべき姿は、道路環境が

整い、目的に応じて、安全に安心してスムーズに

移動できるという道路整備の目標といたしており

ます。 

 このための成果指標と目標値は四つございます。 

 一つ目に、地域の骨格道路として都市計画道路
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の整備率を引き上げること。二つ目には、西回り

自動車道、広域的な高規格道路網の供用率を。三

つ目には、道路を支えますインフラ、特に橋梁に

関しましての長寿命化修繕計画の進捗率の向上を。

最後に徹底的に市民のアンケートによりまして、

道路が整備され、快適だと感じる市民の割合の引

き上げを図りたいというふうに考えております。 

 このため、右下の役割分担の中で行政の部分で

は、特に道路の維持管理に努めることと、都市計

画道路及び一般道路の整備を進めること、さらに

自動車道及び主要な国県道につきまして、その建

設の促進を図ることをその役割として位置づけ、

明記したところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）それでは、ただいま当局

の説明がありましたので、これより質疑を行いま

す。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）道路の関係で言うと、いつ

も多いのが除草の問題なんです。やっぱり、ひど

いところになると歩道がほとんど通れなくなるよ

うな状態になってたりとか、それから道路の真ん

中に自転車で通行する場合に、道路の真ん中寄り

になってしまうので、非常に危ない、危険だとい

うふうに言われたりしていて、その都度お願いを

して除草などをしているわけですが。この市民と

行政の役割分担というとこで、「（市民）」のところ

では、除草に努めましょうというのがあるんです

が、行政側としては、どういう努力をするのかと

いうことについては、特にないわけで。維持管理

の中に入ってるのかなと思いますけれども、あえ

てその清掃、除草について、やっぱり高齢化が進

む中で、前は自分でしてましたよと、だけども最

近はできなくなってるんですよというところがふ

えてきてるわけです。 

 そういったところについて、行政側としてはな

んなりと言ってくださいというふうに言われては

いるんですけれども、そういう言われればやりま

すよということになるのかということなんですが。

そこをちょっと、どう考えればいいかお願いした

いと思います。 

○建設部長（泊 正人）道路の路肩の伐採の話

でありまして、これまでも本会議であったり、委

員会あたりでも、もうちょっと念を入れてくれん

かというようなところもあります。この行政の役

割のところで井上委員おっしゃいましたとおり、

この維持管理の中に含まれております。道路愛護

作業とか、河川愛護作業で地元の方に協力をとい

う部分で、（市民）の役割のところには入っている

んですけれども。ここはもう御存じのとおり高齢

化と人口減少でどうしてもその作業範囲っていう

のは減っていく一方だと思います。 

 県は、路線数が少ないもんですから、県道の本

数が少ないもんですから、少ないもんですからっ

て言ったらちょっと言いわけになるかもしれませ

んけれども。各路線ごとに業者さんを委託して、

年に２回、あるいは３回、伐採をするようにして

おります。 

 市といたしましては、幹線道路につきましては、

業者委託をかけております。ただ、郊外のほうに

行きますと、もう委員おっしゃいましたとおり、

言ったらするというような状況にあるのかもしれ

ませんけれども。今後は、こういう維持管理費が、

要は長寿命化の関係で削減はされていく方向にあ

ると思いますけれども、いろんな維持管理の修繕

の事業があります。側溝を入れたり、舗装したり、

除草したりということで、できれば危険度の話も

あるんですけれども、若干、側溝整備のほうをち

ょっと置いといてでも、路面と伐採に力を入れて

いこうというふうに建設維持課のほうと進めてい

るところです。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ、まだまだち

ょっと答弁が難しい案件かもしれませんが。旧来、

川内地域の市街地のおける交通の遠隔化を図る意

味で、第１次総合計画からずっと、いわゆる２環

状８放射線という大きな事業を組み込んできた経

緯がありました。内環状にしても隈之城高城線の

整備に、かなりの莫大な費用がかかる事業があり

ます。ここらあたり、今回は明確に盛り込んでお

られないので、一つは私もいいのかなと思うんで

すが。ここらあたりに２環状８放射線、莫大な費

用のかかるこの考え方をもう一度再検証していか

れるお考えはないのか、ちょっとお伺いしたいと

思います。 

○建設部長（泊 正人）実は近々、都市計画マ

スタープランの見直しをかけていきます。都市計

画道路につきましても、当初は－西回り自動車

道が水引まで行きます－あれを外環状にしてな

かったんですけれども、外環状に見直しました。
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できているところはそういう形でやっております。

今、内環状で一番早くしないといけないのが、国

道２６７号から国分寺を通って京セラのところに

行くあれだろうと思ってるんですけれども。実際

のところは、都市計画道路の整備については、現

在、大小路の引堤工事に伴います中郷五代線をま

ずはやっつけようという話を持っております。そ

れと駅裏の平成通り線から隈之城高城線に通じる

のか、あるいは成川委員がよく質問されます横馬

場田崎線－アンダーが終わって、あそこから、

前、酪農があったあそこまでをやるのかっていう

ことで、今３本のどれかに入っていかないといけ

ないんですけれども。当面、平成３０年までは、

中郷五代線をどうしても片づけないといけません

ので、今の現状でも、委員おっしゃいましたよう

に、家を動かすもんですから、かなりの費用をか

かるもんですから、今の時点では次どこっていう

のはございません。 

 個人的には、私的には、内環状としては、隈之

城高城線の延伸っていうのが一番必要なのかなっ

て－高城のほうに、京セラの前の県道から第

２工場の下までつなぎましたけれども、あそこが

つながらん限り効果は上がんないというふうに、

思ってますので。個人的には、私的にはそこを思

ってるんですけれど。まだ金の関係で、だと思い

ます。 

○委員（小田原勇次郎）ごめんなさい、誤解さ

れんでください。私は決して隈之城高城線を早く

進めろっていう意味で申し上げたわけではありま

せんから。今、こういう財政プログラムの中で、

前財政課長もおられますから、２環状８放射線と

いうこの考え方はわかりますけれども、財政事情

に応じた交通安全を、いわゆる重点に力点をおい

た、いわゆる経費面を考えた計画の練り直しとい

うのも、今後は必要ではないですかと。あんまり

にも莫大な経費のかかる事業を、ずっと１０年、

２０年、３０年引っ張ってきても進まないのであ

れば、別途、方策を考えて、安全対策を講じる必

要もあるんじゃないですかと。そこあたりも今後

検討が必要ですよということを、暗に申し上げた

くて言っとるんで。「しゃいもで。何よ、隈之城高

城線がおくれとっが」という意味ではありません

ので、誤解をせんように。 

○委員長（持原秀行）部長、簡潔に。 

○建設部長（泊 正人）意見をいただいて、隈

之城高城線と言ったわけではございませんので。

誤解を招かないようにお願いしたいと思います。 

○委員（小田原勇次郎）はい、わかりました。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策４を終わります。 

 次に、施策５について説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）施策５の「次世代

インフラの普及促進と活用の推進」でございます。

ここは少し、現状と課題に触れさせていただきた

いと思います。 

 現状と課題の①と②におきまして、それぞれ書

いてございますが。地域内におきましては情報的

な格差なり、インフラの格差が依然として存在し

ておりますが。中段の「今後、少子・高齢化によ

る」っていうことで書き始めておりますとおり、

多くの地域の課題を解決したり、企業誘致を図っ

ていくためには、情報推進関係の整備やＩＣＴ技

術の活用っていうのは避けて通れず、有効に活用

すべきだというふうに考えているところでござい

ます。 

 また、これに加えまして、次世代エネルギーに

関します技術につきましても、その急速な普及と

ともに、その活用が必要であり、特に市の政策で

標榜しております次世代エネルギーの取り組みと

いった点からも、幅広く生活分野に導入していく

べきだというふうに位置づけております。 

 そして、三つ目の課題につきましては、地域に

おきまして、そのＩＣＴやそれぞれの技術を活用

するためには、人材の育成やサポートといった部

分も避けて通れないという認識の中から、右側の

施策展開でございまして、三つでございます。 

 都市基盤の整備といたしまして、まず一つ目に

ついて、光ファイバー等々のサービスエリアの拡

大の要請はしてまいりますし、無線系のサービス

エリアの高速化についても事業者との連携を図っ

ていくということで書いてございます。これは、

住民につながるところでございます。 

 加えまして、公共ネットワークの避難所等への

拡張及びブロードバンド困難地域の解消に努めて

いくということで、既存インフラの活用等も図っ

ていきます。それと地域産業の振興に貢献するた

めにも、次世代エネルギー導入に関しまして、技

術の使い方といった分については、産学官金の連
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携を深めていくというふうにいたします。 

 二つ目のＩＣＴの活用については、先ほど申し

上げましたが、防災を初めとする地域生活支援な

ど、地域の課題に対してその技術を活用した課題

解決を図っていくことを研究、実施してまいりた

いというふうに思っております。二つ目に、ス

マートグリッドやスマートメーターといいました

次世代エネルギー関連技術の仕組みの研究、それ

を課題解決や市民の生活に溶け込ましていくとい

う形での研究と導入を図っていきたい。 

 三つ目は、人材育成やサポート体制の整備とい

うことから、実証実験を進める中で、さらにＩＣ

Ｔの積極的な活用ができるような人材の育成、ま

たサポート体制っていうのを築くべきだというふ

うに提示いたしました。 

 これを進めることによって、左下の目指すべき

姿は、次世代インフラ等を使ったＩＣＴサービス

が地域において受けられているということでござ

います。 

 その成果指標と目標につきましては、四つ。超

高速ブロードバンド利用可能世帯の割合を

１００％オールカバーしたいというふうに目標を

定めております。また、スマートメーターなど次

世代エネルギーのハード的な部分の普及につきま

しても、現状からさらに延ばしていくということ

で、目標値について、今ちょっと構築中でござい

ます。 

 市民アンケートにおきましては、ＩＣＴが身近

に活用されていると感じる市民の割合を、ふやし

ていく目標を立てたいと思っております。 

 また最後に、観光客、市民向けのサイトのアク

セスということで、そういう環境を使った行動が

発生してるといった部分を目標として定めたいと

思います。 

 右下の役割分担につきまして、行政の部分では、

再三申し上げておりますが、ブロードバンド困難

地域の解消を図るよう要請して取り組んでまいり

ます。それと、ＩＣＴの活用や、スマートハウス

等に関する市民の理解を求める。また、その普及

を図るっていう取り組みをソフト的取り組みとし

てもやって参ります。それと、それらを支える意

味での人材の育成といったものが必要な取り組み、

役割というふうに認識したところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑を行います。御質疑願

います。 

○委員（江口是彦）甑島にも相当な経費を使っ

て光ファイバーがつながって、当初、私はそのあ

れしたとき、投資対効果、本当にこれが市民に活

用されていくんだろうかなと、どう効果が出るの

かなって思ってたんですけど。現実には、例えば

一番裏の、瀬々浦の民宿の人が、せっかく光ファ

イバーも来てんだから、うちのインターネットも

こういうのを接続できるようなあれにならんのか

という陳情を受けたりしたことがありました。近

くの公民館や、学校までは来てるのに、何でこれ

が私たちの民宿にまではつなげてもらえないのか

という要望を受けたり。それから、島で高度ない

ろんな行政相談をするとき、専門家をテレビ会議

で、専門家を通して相談にのってもらった。そう

いうなもんもできるような時代になってるなとい

うように思いながら、ここに書いてある光ファイ

バー回線によるサービスエリア拡大の、これをや

っぱり島も含めて可能な時代になってるんじゃな

いかなと思い、急いで実施してほしなと。これは

進めてほしいなというふうに。さっき目標として

利用可能世帯率も１００％を目指してるというこ

とでしたので、よろしくお願いします。 

○委員長（持原秀行）よろしいですかね。ほか

にありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策５を終わります。 

 次に施策の６について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫修）３７ページ、

３８ページでございます。施策６、「人と物流を支

える港湾機能の充実」でございます。 

 施策の方向性からの説明をちょっとさしていた

だきます。 

 港湾機能の充実を図ることといたしております。

その柱は二つでございますが、コンテナ取り扱い

量の増加、船舶の大型化に対応した川内港の整備

を県に対して要請するとともに、地方港湾を抱え

ておりますので、その適正の維持管理を図ってい

くことが港活用で重要だというふうにいたしまし

た。それと、二つ目につきましては、川内港のＣ

ＩＱ機能の強化という点でございます。その強化

と同時に、客船等の誘致について、調査研究を進

めてまいります。 
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 二つ目の川内港の利活用推進につきましては、

現在、貿易振興協議会をはじめとしまして、一丸

となって取り組んでおりますが、さらにポート

セールスを推進することとし、コンテナ取り扱い

の拡大を図ってまいります。現行航路におきまし

ても取り扱いを図ってまいります。 

 また、新たな貨物の開拓や、新規航路の誘致に

も努めるという形の施策の方向性でございます。 

 三つ目は、川内港を活用したにぎわいの創出と

いうことでございますが、川内港のほうに外国船

及び甑島航路等の設置がございますが、川内港を

活用したイベントの開催などを通じて、その川内

港の港部分につきまして、にぎわいの創出を図り、

交流人口を拡大していくっていうことをハードと

ともに示したところでございます。 

 これによりまして、目指すべき姿は、港湾機能

が充実し、人、物流の利用促進と、にぎわいの創

出が、にぎわいが創出されてるというふうにいた

しております。このため、成果指標は直接的に外

防コンテナ数を目標として引き上げることを目指

すこと、それと入港隻数につきましても、船舶隻

数についてふやすこと、三つ目は、定性的なもの

として、川内港及びその周辺がにぎわっていると

感じている市民の割合を間接的に調査をし、その

目標値を、数値を上げていこうというふうにして

おります。 

 このため、右側の行政の役割の部分だけになり

ますが、四つでございます。川内港の整備と適正

な管理を。また、港湾機能の高度化を図ることを。

三つ目には、航路誘致とのポートセールス推進し、

利用への促進を図ることを。四つ目には川内港を

中心とした集客や交流事業の推進を図ることをそ

の役割とし、お示ししております。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑を行います。御質疑を

願います。 

○委員（江口是彦）高速船甑島や川内港を活用

したにぎわいの創出、なかなか大変だと思います。

皆さんは御存じないかもしれませんけど、串木野

の旧港、新港にかわったんですけども。旧港のこ

ろは、もう港に隣接する民宿があったり、食堂が

あったり、歩いていろいろ利活用できるあれがあ

ったんです。 

 ということは、やっぱり、港のにぎわいってい

うのは、そこの港町っていうか、それだなと。そ

れで新港になったとき、違和感を感じていたのは

－串木野での話ですよ－なかなか、その周辺

に食堂ができるわけじゃないし、隣接して民宿な

んかが利便性のあったわけじゃないし。だけど、

救いはワンメーターで、タクシーがさっと行ける

範囲なんです。だいわにしても、串木野駅から西

のあの辺の商店街が串木野の人でにぎわっている、

病院にしても。 

それからすると、この川内港は－そう簡単に

は、シャトルバスはおったにしても、あれは自由

にできませんからね。なかなか大変だと思います。 

 ここの、そのためにあそこでのイベントを定期

的にやりながら、そのイベントで、にぎわいを創

出しようってことなんでしょうけど。そのイベン

トに市民の皆さんも参加しよう、企業もできるだ

けイベントをつくったり、積極的に参加しようと

いったにしても－なかなか今のお魚まつりにし

ても、ここの周りの人たち、結局なんもここでし

てくれりゃあいいのになと言われるくらい－大

変だと思うんです。 

 しかし、やっぱりイベントを通してでも、あの

港のにぎわいをつくっていく必要があるんでしょ

うけど。ここは長期的に何か計画をせんと、ただ

イベントだけでは、にぎわい創出につながらない

のかなという希望を持ってますので、長期的な考

えはあるのかどうか。もしあったらお聞かせくだ

さい。 

○商工観光部長（末永隆光）川内港を活用した

事業の創出ということで、目標を掲げております。

甑島航路が開設をされまして、人の流れが出てま

いりましたし、客船を誘致することで、そういっ

た人のにぎわいを醸し出す、誘引するということ

があると思います。 

 それと、そこに書いてございます。先ほど言わ

れましたが、高速船甑島、あるいはあそこの高速

船ターミナルを使ったイベントを、ことしもいろ

いろやっていただいております。地元の自治会、

コミュニティ協議会、漁協も連携して５月にもや

りましたし。今週の土曜日ですか、２回目の港に

ぎわい祭りも開催されますので、こういったイベ

ントを中心にやっていきたいと思っております。 

 ただし、これは一時的なものということでござ

いますので、そこに書いてありますように、地域

や民間と協働してという書き込みがありますが。
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これについては、現在、ターミナルの近くで地元

の魚等を使った物産販売、あるいは食堂等を兼ね

備えた施設をつくろうという、今、機運が盛り上

がってきておりまして。そのことが、今検討、進

められておりますので、こういった人が集まるよ

うな施設、こういった民間投資といったらそうい

うことになると思うんですが、ターミナル周辺の

民間投資の誘発等を今後進めながらこの川内港の

にぎわいを深めていきたいというふうに考えてる

ところであります。 

○委員（川畑善照）関連しますけれども、例え

ばヨットハーバーやら、ああいうヨットマンの

方々は、やはり、にぎわいがあるのが近くなけれ

ば寄らないっていうんです。串木野とか、町が近

いところに寄るんだって。しかも、彼らヨットマ

ンは金持ちが多いんですけど。ですから、そうい

うのを誘客する意味でも、やはりあそこに施設

－前から言ってますけれども、お魚センターや

ら物産館を一つにまとめた、それが漁協と、あれ

と、甑漁協も一緒になって、川内漁協も一緒にな

って、そして、物産の販売業者、あるいは、飲食

店組合一緒になってそういう土俵をつくるべきだ

と私は思ってるんです。その土俵がないのに、た

だ、絵に描いた餅にならんように、やっぱり段階

的にそういう薩摩川内市の物産館の大がかりなも

のに徐々に、前から言いますけれども、吹上の蓬

莱館程度はできると思うんです。 

 そのくらいしていけば、高速道路も活きてくる

し、そういうヨットマンも寄ってくるし、そうい

う形でにぎわいをつくっていく、将来的展望を持

たなければ、なかなか難しいと思います。 

 今、部長が言われました期待されている話し合

いが、本当に進むか、進まんか。進んでも、もう

ちゃちなものでは私はいけないと私は思ってます

よ。将来的に薩摩川内市を売り込むくらいの、そ

ういう意欲を持ったこの計画にしてほしいなと思

います。 

○商工観光部長（末永隆光）川畑委員から今言

われましたように、甑航路が開設されて、甑島へ

行く交通の結節点に港がなってきておりますので。

それと来年３月には、西回り自動車道が水引イン

ターまでつながるということもあります。どんど

ん、鹿児島市あたりからも人が来る、そういった

環境は整ってきつつありますので、こういったイ

ンフラといいますか、環境が整ってますので、こ

れをうまく活用して、そのちゃちなものではなく

て。こういった川内市漁協、甑島漁協、料飲業組

合の皆さん方がコラボして、薩摩川内市を代表す

るような、そういった物産、食の施設になればい

いなというふうに思っているところであります。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 これで、施策の６を終わります。 

 以上で、政策４に基づく基本計画の各施策の審

査が終わりました。 

 ここで、議案第１１１号に関わる審査を一時中

止します。 

────────────── 

△次回委員会等の日程について 

○委員長（持原秀行）次に、次回委員会等の日

程についてを議題といたします。 

 来週２６日から、１２月の定例会が開催されま

すので、会期中の委員会開催は見送ることといた

しまして、閉会後の１２月の２４日水曜日の午前

１０時から委員会を開催したいと思います。 

 また、その後の委員会については、本日を含め

たこれまでの審査状況や、残りの基本構想の審査

等を勘案して調整を行いまして、改めて次回の委

員会で御協議を願いたいというふうに思います。 

 ついては、そのように委員会を進めることで御

異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議なしと認めます。

よって、そのように委員会を進めてまいります。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（持原秀行）本日の委員会は以上をも

って閉会をしたいと思いますが、御異議ありませ

んか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議なしと認めます。

よって、本日の委員会は以上をもって閉会をいた

します。 

次の委員会は１２月２４日水曜日午前１０時か

ら第３委員会室で開会をいたします。皆さん御協

力ありがとうございました。御苦労さまでした。 
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